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１．令和８年度予算に関する説明  

議案第１号  令和８年度鉾田市一般会計予算  

令和８年度一般会計予算は、総額 25,863,000 千円となり、前年度に対し

て、3.7%の減となりました。また、債務負担行為、地方債、一時借入金、歳出

予算の流用についても定めたものです。  

 （１）歳入の概要  

1 款 市税 

前年度決算見込及び収納率等を踏まえ、前年度比 2.9%増の 5,619,883 千円

を計上しました。 

2 款 地方譲与税 

地方揮発油税の暫定税率が令和７年 12 月末をもって廃止されたことを踏まえ、

前年度比 3.4％減の 292,384 千円を計上しました。 

3 款 利子割交付金 

県算出資料及び過去の実績を踏まえ、前年度比 185.7%増の 14,000 千円を

計上しました。 

4 款 配当割交付金 

県算出資料及び過去の実績を踏まえ、前年度比 52.9%増の 52,000 千円を計

上しました。 

5 款 株式等譲渡所得割交付金 

県算出資料及び過去の実績を踏まえ、前年度比 16.4％増の 64,000 千円を計

上しました。  

6 款 法人事業税交付金 

県算出資料及び過去の実績を踏まえ、前年度比 6.8％増の 94,000 千円を計上

しました。 

7 款 地方消費税交付金 

県算出資料及び過去の実績を踏まえ、前年度比 9.1％増の 1,223,000 千円を

計上しました。 

8 款 ゴルフ場利用税交付金 

地方財政計画及び過去の実績を踏まえ、前年度比 4.5％減の 21,000 千円を計

上しました。 

9 款 環境性能割交付金 

令和８年度税制改正大綱により自動車購入時に燃費性能に応じて課税される環

境性能割が令和 7 年度末をもって廃止されることを踏まえ、前年度比 97.8％減

の 800 千円を計上しました。 
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10 款 地方特例交付金 

国の減税等の政策により減る税収等が補填されることから、地方譲与税、環境

割性能交付金等の減収を踏まえ、前年度比 172.2％増の 80,598 千円を計上し

ました。 

11 款 地方交付税 

地方財政計画に基づいた、基準財政需要額及び基準財政収入額を考慮し、前年

度比 4.4%増の 6,940,000 千円を計上しました。 

12 款 交通安全対策特別交付金 

過去の実績を踏まえ、前年度比 10.0％減の 3,600 千円を計上しました。 

13 款 分担金及び負担金 

老人保護措置費負担金の減などにより、前年度比 0.8%減の 56,676 千円を

計上しました。 

14 款 使用料及び手数料 

鉾田海水浴場駐車場使用料や戸籍・除籍・証明交付手数料の減などにより、前

年度比 4.9%減の 109,645 千円を計上しました。 

15 款 国庫支出金 

公立学校施設整備事業負担金や生活保護費負担金の減などにより、前年度比

17.5%減の 4,008,418 千円を計上しました。 

16 款 県支出金 

自立支援給付費負担金や学校給食負担軽減事業補助金の増などにより、前年度

比 4.8％増の 1,699,194 千円を計上しました。 

17 款 財産収入 

公共施設整備基金利子収入や減債基金利子収入の増などにより、前年度比

73.4%増の 83,643 千円を計上しました。 

18 款 寄附金 

ふるさと鉾田応援寄附金の実績見込額を踏まえ、前年度比 24.9%増の

500,002千円を計上しました。 

19 款 繰入金 

公共施設整備基金繰入金の増などにより、前年度比 8.5％増の 1,644,050

千円を計上しました。 

20 款 繰越金 

前年度同額の 200,000 千円を計上しました。 

21 款 諸収入 

鉾田・大洗広域事務組合貸付金返還金の増などにより、前年度比 48.0％増の

1,705,307 千円を計上しました。 

22 款 市債 

小学校施設整備事業債や市道整備事業債の減などにより、前年度比 52.9%減

の 1,450,800 千円を計上しました。 
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（２）歳出の概要  

１款 議会費 

  欠員による議員活動事業の減などにより、前年度比 4.2％減の 173,138 千円

となりました。 

２款 総務費 

参議院議員通常選挙事業や鉾田市長選挙事業などが減となるものの、総務管理

人件費や人事管理事業の増などにより、前年度比 3.4%増の 2,209,793 千円と

なりました。 

３款 民生費 

児童手当支給事業などが減となるものの、障害福祉サービス事業の増などによ

り、前年度比2.6％増の8,435,691千円となりました。  

４款 衛生費 

鉾田・大洗広域事務組合負担金事業や上水道事業助成事業、省エネエアコン買

換促進事業（地方創生臨時交付金事業）の増などにより、前年度比 37.3%増の

4,346,760 千円となりました。 

５款 農林水産業費 

持続的農業確立推進事業（地方創生臨時交付金事業）の増などにより、前年度

比 8.0％増の 740,811 千円となりました。 

６款 商工費 

中小企業等支援事業（地方創生臨時交付金事業）やふるさと鉾田応援寄附記念品事

業の増などにより、前年度比10.6％増の568,403千円となりました。 

７款 土木費  

道路新設改良事業の減などにより、前年度比 13.6％減の 1,914,142 千円と

なりました。 

８款 消防費 

常備消防事業などが増となるものの、消防施設整備事業の減などにより、前年

度比 7.6%減の 1,255,406 千円となりました。 

９款 教育費 

大洋地区閉校小学校解体工事に伴う小学校維持管理事業や旭小学校開校に伴

う小学校スクールバス運行事業、通学費支援事業（地方創生臨時交付金事業）な

どが増となるものの、旭中学校区統合小学校整備事業の減などにより、前年度比

36.7％減の 3,657,096 千円となりました。 

10 款 災害復旧費 

前年度同額の 2 千円を計上しました。 
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11 款 公債費 

償還計画に従い計上した結果、償還元金の減により、前年度比 0.2%減の

2,378,835 千円となりました。 

12 款 諸支出金 

再編関連訓練移転等交付金事業基金積立金事業や特定防衛施設周辺整備調整

交付金事業基金積立金事業の減などにより、前年度比 17.0%減の 196,197 千

円となりました。 

13 款 予備費 

  前年度同額の 20,000 千円を計上しました。 
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議案第２号  令和８年度鉾田市国民健康保険特別会計予算  
 
令和８年度の予算総額は、6,844,110 千円、前年度比 3.5％減となりました。 

歳入については、子ども・子育て支援金制度の導入に伴い国民健康保険税が増

となるものの、保険給付費等交付金などが減となり、歳出については、療養給付

費や医療給付費分の国民健康保険事業費納付金などが減となりました。  

 

議案第３号  令和８年度鉾田市後期高齢者医療特別会計予算  
 

令和８年度の予算総額は、926,469 千円、前年度比 18.9％増となりました。 

歳入については、後期高齢者医療保険料などが増となり、歳出については、

後期高齢者医療保険料等納付金などが増となりました。  

 

議案第４号  令和８年度鉾田市介護保険特別会計予算  
   

令和８年度の保険事業勘定の予算総額は、5,254,331 千円、前年度比 0.9 %増

となりました。 

歳入については、その他一般会計繰入金や介護給付費準備基金繰入金などが増と

なり、歳出については、介護サービス等諸費や一般管理費などが増となりました。 

また、介護サービス事業勘定の予算総額は、6,872 千円であり、前年度比 31.4％

減となりました。 

 

議案第５号  令和８年度鉾田市水道事業会計予算  
   

令和８年度の予算総額は、収益的収入及び支出で 1,238,618 千円となり、

資本的収入で 194,526 千円、支出で 625,139 千円となりました。  

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 430,613 千円は、過年度分

損益勘定留保資金等で補てんするものであります。  

 

議案第６号  令和８年度鉾田市下水道事業会計予算  
 

令和８年度の予算総額は、収益的収入及び支出で 559,405 千円となり、資

本的収入で 626,996 千円、支出で 765,357 千円となりました。  

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 138,361 千円は、当年度分

損益勘定留保資金等で補てんするものであります。  
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令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 市 税 5,619,883 5,461,321 158,562 2.9%

2 地 方 譲 与 税 292,384 302,660 △ 10,276 △3.4%

3 利 子 割 交 付 金 14,000 4,900 9,100 185.7%

4 配 当 割 交 付 金 52,000 34,000 18,000 52.9%

5 株式等譲渡所得割交付金 64,000 55,000 9,000 16.4%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 94,000 88,000 6,000 6.8%

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,223,000 1,121,000 102,000 9.1%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 21,000 22,000 △ 1,000 △4.5%

9 環 境 性 能 割 交 付 金 800 37,000 △ 36,200 △97.8%

10 地 方 特 例 交 付 金 80,598 29,606 50,992 172.2%

11 地 方 交 付 税 6,940,000 6,650,000 290,000 4.4%

12 交通安全対策特別交付金 3,600 4,000 △ 400 △10.0%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 56,676 57,159 △ 483 △0.8%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 109,645 115,355 △ 5,710 △4.9%

15 国 庫 支 出 金 4,008,418 4,857,736 △ 849,318 △17.5%

16 県 支 出 金 1,699,194 1,621,346 77,848 4.8%

17 財 産 収 入 83,643 48,238 35,405 73.4%

18 寄 附 金 500,002 400,302 99,700 24.9%

19 繰 入 金 1,644,050 1,515,706 128,344 8.5%

20 繰 越 金 200,000 200,000 0 0.0%

21 諸 収 入 1,705,307 1,152,067 553,240 48.0%

22 市 債 1,450,800 3,077,100 △ 1,626,300 △52.9%

合 計 25,863,000 26,854,496 △ 991,496 △3.7%

法人事業税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

※地方自治体の財源には、自らの権限で収入しうる財源と、国を経由する財源で自治体の裁量が制限されている
　財源があります。前者を自主財源と呼び、後者を依存財源といいます。自主財源の中心は言うまでもなく市税
　であり、そのほか、条例や規則で徴収できる使用料や手数料なども自主財源となります。
※鉾田市は、歳入全体の約６～7割程度を地方交付税をはじめ、国・県の補助金等に依存しています。

※各種交付金：利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、

２．令和8年度予算総括表

（１）一般会計

■歳　入 （単位：千円）

款

市債
5.61%

地方譲与税
1.13%

各種交付金
1.28%

地方消費税交付金
4.73%

地方交付税
26.83%

国庫支出金
15.50%

県支出金
6.57%

市税
21.73%

諸収入
6.60 %

分担金及

び負担金
0.22% 繰越金

0.77%

使用料及

び手数料
0.42%

繰入金
6.36%

財産収入
0.32%

寄付金
1.93%

自主財源
38.35%

歳入内訳

【 自主財源38.35 ：依存財源 61.65】
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令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 議 会 費 173,138 180,747 △ 7,609 △4.2%

2 総 務 費 2,209,793 2,136,324 73,469 3.4%

3 民 生 費 8,435,691 8,224,351 211,340 2.6%

4 衛 生 費 4,346,760 3,165,878 1,180,882 37.3%

5 農 林 水 産 業 費 740,811 685,961 54,850 8.0%

6 商 工 費 568,403 513,704 54,699 10.6%

7 土 木 費 1,914,142 2,214,240 △ 300,098 △13.6%

8 消 防 費 1,255,406 1,358,771 △ 103,365 △7.6%

9 教 育 費 3,657,096 5,773,549 △ 2,116,453 △36.7%

10 災 害 復 旧 費 2 2 0 0.0%

11 公 債 費 2,378,835 2,384,283 △ 5,448 △0.2%

12 諸 支 出 金 162,923 196,197 △ 33,274 △17.0%

13 予 備 費 20,000 20,489 △ 489 △2.4%

合 計 25,863,000 26,854,496 △ 991,496 △3.7%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

3,960,728 3,668,655 292,073 8.0%

4,127,720 4,073,046 54,674 1.3%

130,862 131,638 △ 776 △0.6%

5,023,318 4,924,274 99,044 2.0%

3,661,594 2,967,851 693,743 23.4%

2,732,408 5,544,096 △ 2,811,688 △50.7%

2 2 0 0.0%

2,378,835 2,384,283 △ 5,448 △0.2%

160,466 195,483 △ 35,017 △17.9%

158,591 121,091 37,500 31.0%

1,319,030 683,342 635,688 93.0%

2,189,446 2,140,246 49,200 2.3%

20,000 20,489 △ 489 △2.4%

25,863,000 26,854,496 △ 991,496 △3.7%

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

合 計

補 助 費 等

■歳　出（目的別） （単位：千円）

款

■歳　出（性質別） （単位：千円）

区　　分

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

目的別歳出内訳 性質別歳出内訳

議会費
0.67%

総務費
8.54%

民生費
32.62%

衛生費
16.81%

農林水産業費 2.86%

商工費
2.20%

土木費
7.40%

消防費
4.85%

教育費
14.14%

災害復旧費
0.00% 公債費

9.20%

諸支出金
0.63%

予備費
0.08%

人件費
15.31%

物件費
15.96%

維持補修費
0.51%

扶助費
19.42%

補助費等
14.16%

普通建設事業費
10.56%

災害復旧

事業費
0.00%

公債費
9.20%

積立金
0.62%

投資及び

出資金
0.61%

貸付金
5.10%

繰出金
8.47%

予備費
0.08%
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令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 国 民 健 康 保 険 税 1,961,639 1,952,011 9,628 0.5%

2 一 部 負 担 金 1 1 0 0.0%

3 使 用 料 及 び 手 数 料 1,042 1,047 △ 5 △0.5%

4 国 庫 支 出 金 388 3 385 12,833.3%

5 県 支 出 金 4,239,052 4,496,308 △ 257,256 △5.7%

6 財 産 収 入 881 287 594 207.0%

7 繰 入 金 631,749 632,632 △ 883 △0.1%

8 繰 越 金 1,000 1,000 0 0.0%

9 諸 収 入 8,358 9,930 △ 1,572 △15.8%

合 計 6,844,110 7,093,219 △ 249,109 △3.5%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 総 務 費 135,396 124,326 11,070 8.9%

2 保 険 給 付 費 4,138,253 4,386,979 △ 248,726 △5.7%

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

2,477,251 2,483,435 △ 6,184 △0.2%

4 保 健 事 業 費 75,430 81,014 △ 5,584 △6.9%

5 基 金 積 立 金 881 287 594 207.0%

6 公 債 費 1 1 0 0.0%

7 諸 支 出 金 6,898 7,177 △ 279 △3.9%

8 予 備 費 10,000 10,000 0 0.0%

合 計 6,844,110 7,093,219 △ 249,109 △3.5%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 保 険 料 710,331 580,360 129,971 22.4%

2 使 用 料 及 び 手 数 料 144 155 △ 11 △7.1%

3 繰 入 金 212,138 195,663 16,475 8.4%

4 諸 収 入 3,855 2,905 950 32.7%

5 繰 越 金 1 1 0 0.0%

合 計 926,469 779,084 147,385 18.9%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 総 務 費 26,876 27,204 △ 328 △1.2%

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

895,532 748,769 146,763 19.6%

3 諸 支 出 金 3,761 2,811 950 33.8%

4 予 備 費 300 300 0 0.0%

合 計 926,469 779,084 147,385 18.9%

■歳　入 （単位：千円）

款

■歳　出 （単位：千円）

款

款

■歳　出 （単位：千円）

款

（３）後期高齢者医療特別会計

■歳　入 （単位：千円）

（２）国民健康保険特別会計
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令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 保 険 料 1,043,748 1,046,291 △ 2,543 △0.2%

2 使 用 料 及 び 手 数 料 209 213 △ 4 △1.9%

3 国 庫 支 出 金 1,090,806 1,091,183 △ 377 △0.0%

4 支 払 基 金 交 付 金 1,335,482 1,329,056 6,426 0.5%

5 県 支 出 金 766,660 764,217 2,443 0.3%

6 財 産 収 入 3,001 948 2,053 216.6%

7 繰 入 金 1,014,151 976,632 37,519 3.8%

8 繰 越 金 1 1 0 0.0%

9 諸 収 入 273 273 0 0.0%

合 計 5,254,331 5,208,814 45,517 0.9%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 総 務 費 199,175 173,203 25,972 15.0%

2 保 険 給 付 費 4,880,812 4,859,069 21,743 0.4%

3 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1 1 0 0.0%

4 保 健 福 祉 事 業 費 1,191 1,225 △ 34 △2.8%

5 地 域 支 援 事 業 費 162,001 162,659 △ 658 △0.4%

6 基 金 積 立 金 3,001 948 2,053 216.6%

7 公 債 費 1 1 0 0.0%

8 諸 支 出 金 5,149 8,708 △ 3,559 △40.9%

9 予 備 費 3,000 3,000 0 0.0%

合 計 5,254,331 5,208,814 45,517 0.9%

（５）介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 サ ー ビ ス 収 入 3,740 3,327 413 12.4%

2 繰 越 金 1 1 0 0.0%

3 繰 入 金 3,131 6,690 △ 3,559 △53.2%

合 計 6,872 10,018 △ 3,146 △31.4%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

1 サ ー ビ ス 事 業 費 6,871 10,017 △ 3,146 △31.4%

2 諸 支 出 金 1 1 0 0.0%

合 計 6,872 10,018 △ 3,146 △31.4%

令和8年度 令和7年度 増減 増減率

収 益 的 支 出 1,238,618 1,192,120 46,498 3.9%

資 本 的 支 出 625,139 909,404 △ 284,265 △31.3%

収 益 的 支 出 559,405 533,697 25,708 4.8%

資 本 的 支 出 765,357 534,524 230,833 43.2%

3,188,519 3,169,745 18,774 0.6%企 業 会 計 合 計

下水道
事 業
会 計

款

■歳　入 （単位：千円）

款

■歳　出 （単位：千円）

款

（6）企業会計 （単位：千円）

款

水 道
事 業
会 計

■歳　出 （単位：千円）

（４）介護保険特別会計（保険事業勘定）

■歳　入 （単位：千円）

款
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令和8年度 令和7年度 増減 増減率

25,863,000 26,854,496 △ 991,496 △3.7%

6,844,110 7,093,219 △ 249,109 △3.5%

926,469 779,084 147,385 18.9%

5,254,331 5,208,814 45,517 0.9%

6,872 10,018 △ 3,146 △31.4%

収益的支出 1,238,618 1,192,120 46,498 3.9%

資本的支出 625,139 909,404 △ 284,265 △31.3%

収益的支出 559,405 533,697 25,708 4.8%

資本的支出 765,357 534,524 230,833 43.2%

42,083,301 43,115,376 △ 1,032,075 △2.4%合　　　計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

介護保険特別会計（保険事業勘定）

下水道事業会計

水道事業会計

（7）会計別予算額 （単位：千円）

会計名

一般会計

国民健康保険特別会計
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【一般会計】

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 6 60 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

い手育成、⑨「鉾田ブランド」の進化）及び第2次鉾田市総合計画に掲げる
主要施策を中心に事業を展開していきます。

　令和8年度に実施をする主要な事業については、次のとおり、目的別順
（歳出予算における「款」の区分順）に掲載をしています。
　なお、掲載事業については、予算額の大小に関わらず、本市の重点施策と
して位置づけられている事業等を対象としています。

３．令和8年度 主要施策に関する説明書

　令和8年度予算では、市民生活ファーストのための「無駄ゼロ、孤立ゼロ、
希望無限大」を政策テーマに掲げ、９つの政策（①持続可能な社会、②公共
施設等の未来ビジョン、③計画的なインフラ整備と地域活性化、④デジタル
を駆使した共助コミュニティ、⑤地域医療と救急体制の確保、⑥高齢者・障
がい者にやさしい地域ケア、⑦安心の子育て環境、⑧稼げる産業と地域の担

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 63ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

2,686 806 ＋ 1,880

単位：千円

事 業 名
総合計画・総合戦略・

国土強靭化計画管理事業
区 分 一部新規 担当課 政策秘書課

＜基本目標５＞未来を培う「市民協働」とみんなの「想い」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・鉾田市総合計画審議会条例　・第２次鉾田市総合計画
・第３期鉾田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略
・鉾田市国土強靭化計画

そ の 他 0

一般財源 2,686

　総合計画・総合戦略・国土強靭化計画について、計画目標達成に向けた効率的かつ効果
的な事業を推進・管理していくことで、まちの将来像である『「いのち」と「くらし」の
先進都市　自然を尊び、農を誇り、喜びを生みだす　21世紀のまち　鉾田』の実現・維持
に加え、持続可能なまちづくりのための人口減少抑制、地域活性化、強靭で安全・安心な
地域づくりに寄与する。

【新規】
・第３次鉾田市総合計画の策定
・総合計画審議会の開催
【継続】
・第２次鉾田市総合計画等に基づく事務事業評価
・政策方針ヒアリングの実施
・まち・ひと・しごと創生有識者会議の開催

_11_持続可能なまち_16_平和と公正_17_パートナーシップ該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 6 62 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 7 64 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 庁舎・公共施設再編整備事業 区 分 新規 担当課
新庁舎・公共施設等

整備推進課

そ の 他 0

一般財源 4,905

　令和7年12月の庁議決定に基づき、本庁舎及び公共施設の整備の再検討を行うもの。
　なお、公共施設の集約化・複合化のあり方、建設候補地、規模、事業費などを中心に見
直しを図っていく。

・基本構想の策定
・市民説明会等の開催
・各種情報発信

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 63ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

4,905 0 ＋ 4,905

予算書ページ 65ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

28,521 23,493 ＋ 5,028

事 業 名 ＤＸ推進事業 区 分 一部新規 担当課 政策秘書課

＜基本目標５＞未来を培う「市民協働」とみんなの「想い」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標５＞未来を培う「市民協働」とみんなの「想い」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・自治体DX推進計画
・鉾田市DX推進計画
・第3期鉾田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン総合戦略

そ の 他 0

一般財源 28,521

　デジタル技術の活用により業務の効率化・高度化を図り、行政サービスの質の向上と持
続可能な行政運営の実現を目的とする。あわせて、職員の業務負担の軽減や人材不足の対
応を進め、限られた財源・人員の中においても、安定した行政サービスの提供を目指す。
　また、AIやクラウド等のデジタル技術を活用し、業務プロセスの見直し（BPR）と一体
的に、各種事務のデジタル化・オンライン化を推進することで、経費の削減や業務の標準
化につなげていく。

【新規】
○業務効率化　　　　　　　○デジタルサービスの拡充　　　○DX推進支援
・ビジネスチャット　　　　・アプリケーション作成ツール　・地方創生人材支援制度の活用
【継続】
○ファイルサーバの運用
〇市民が在宅でできるサービスの充実　　〇窓口サービスの向上　　○業務効率化
・施設予約システム　　　　　　　　　　・字幕表示システム　　　・生成AI、RPA

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

_8_働きがい・経済成長_10_不平等をなくす_12_つくる・つかう責任該当なし
該当なし

該当なし該当なし
_11_持続可能なまち
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 8 64 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 9 70 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 2,000

市　　債 0

予算書ページ 67ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

31,149 30,855 ＋ 294

事 業 名 安全で安心なまちづくり推進事業 区 分 一部新規 担当課 危機管理課

事 業 名 公共交通対策事業 区 分 拡充 担当課 まちづくり推進課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・鉾田市防犯カメラ設置事業補助金交付要綱
・犯罪被害者等基本法

そ の 他 2,050

一般財源 27,099

　防犯環境の維持を図るため、防犯灯の修繕等を行う。防犯灯については、当初の目的である通
学路を中心とした設置は達成したところであるが、経年劣化等により修繕が必要になる箇所が多
くなってきていることから、必要な箇所の修繕等をメインに行っていく。
　また、行政区等の団体に対して地域の防犯対策を補完することを目的に、防犯カメラ購入費用
等の一部助成を行う。
　犯罪被害者等を支える地域社会の実現に寄与することを目的として、殺人や傷害などの犯罪行
為により亡くなられた方のご遺族、又は重傷病を負われた犯罪被害者の方を対象に、被害にあっ
たことで生じる経済的又は精神的な負担の軽減を図るため見舞金を創設する。

【新規】
・犯罪被害者等見舞金：遺族見舞金300,000円・重傷病見舞金100,000円
【継続】
・防犯灯の更新等：70基
・防犯カメラ補助金
　補助金額は対象経費の2分の1の額とし、100,000円を上限とする。
　（同一の行政区等に対する補助金の交付は1年度につき1回限り）

そ の 他 14,830

一般財源 70,118

　「デマンド型乗合タクシー」の運行主体である鉾田市地域公共交通会議に対し、運行業
務等に係る費用を負担することで市内における市民の移動手段の確保に努めるとともに、
市外限定デジタルタクシー利用助成事業の実施（拡充）により、市外への移動支援及びさ
らなる利便性の向上を図る。
　また、大洗鹿島線の車両検査・更新に係る費用の一部を国・県及び沿線市町とともに支
援することで、安全輸送の確保を図る。

【拡充】
・市外限定デジタルタクシー利用助成事業
 （利用日・時間の拡充。利用できる行先の拡充：市外歯科診療所、市外の交通結節点を追加）
【継続】
・鉾田市地域公共交通会議負担金
・大洗鹿島線安全輸送設備等整備事業補助金
・大洗鹿島線を育てる沿線市町会議負担金

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 71ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

84,948 62,681 ＋ 22,267

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・鉾田市地域公共交通計画 _11_持続可能なまち該当なし 該当なし 該当なし
該当なし該当なし

_11_持続可能なまち_16_平和と公正
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 9 70 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 9 72 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 73ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

18,015 26,011 ▲ 7,996

事 業 名 移住定住促進事業 区 分 一部新規 担当課 まちづくり推進課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・第3期鉾田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン総合戦略

そ の 他 1,000

一般財源 10,779

　若者の郷土愛（シビックプライド）の醸成を図るため、鉾田市の地域資源である野菜を
切り口に、小中学生を対象とした“3つのしょくいく（植育・食育・職育）”を推進する
とともに、高校生や大学生等の将来の鉾田市を担う若者と交流を推進するほか、若者（特
に女性）が求める環境やニーズを把握し支援することで、将来の定住やUターン者の増加
を図る。
　また、同世代が集まって地元の良さを再発見する機会を創出し、若者世代の同窓会開催
費用の一部を補助する。

【新規】
・同窓会開催支援補助金
【継続】
・野菜をきっかけにした健康なまちづくり推進事業
・若者の定住支援促進事業　・若者を繋ぐふるさと意識醸成事業
・地域おこし協力隊支援事業
・わくわく茨城生活実現事業　・地方就職学生支援事業

国　　費 4,950

県　　費 1,286

市　　債 0

国　　費 2,500

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 73ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

2,787 0 ＋ 2,787

事 業 名
公共交通等事業者燃料価格高騰対策支援事業

（地方創生臨時交付金事業） 区 分 新規 担当課 まちづくり推進課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 287

　燃料価格高騰の影響を受けながらも運行を継続している地域公共交通等事業者に対し、
事業継続を支援することで、市民の安全・安心な移動手段の維持・確保に努める。

〇公共交通等事業者燃料価格高騰対策支援金の給付
【対象者】
・市内に営業所を有し令和8年度においても事業を継続するバス及びタクシー事業者
　並びに自動車運転代行業者
【支援額】
・バス・タクシー事業者（定員11人以上車両 3.5万円/台、11人未満車両 2万円/台）
・自動車運転代行業者（随伴用自動車 2万円/台）

_8_働きがい・経済成長_9_産業・技術革新_10_不平等をなくす_11_持続可能なまち

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 1 （ 目 ） 9 72 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 2 （ 目 ） 2 82 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 学校跡地利活用事業 区 分 継続 担当課 まちづくり推進課

そ の 他 2,000

一般財源 8,126

　小学校の統合により閉校となった学校跡地について、「鉾田市学校跡地利活用計画」に
基づき、市の政策課題の解決や地域活性化を図るため、民間事業者等を対象とした事業提
案型の一般公募による利活用を進める。
　また、旧舟木小学校、旧諏訪小学校の体育館及び旧鉾田小学校跡地の維持管理、有効な
利活用の検討を行う。

・学校跡地の事業提案型一般公募の実施（旭地区・鉾田地区）
・大洋地区等の学校跡地について、校舎等解体後の利活用方法の検討
・旧舟木小学校、旧諏訪小学校の体育館及び旧鉾田小学校跡地の維持管理

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 75ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

10,126 17,368 ▲ 7,242

予算書ページ 83ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

10,530 7,728 ＋ 2,802

事 業 名 市県民税申告相談事務事業 区 分 一部新規/拡充 担当課 税務課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・鉾田市学校跡地利活用方針　・鉾田市学校跡地利活用計画
・鉾田市公共施設等総合管理計画

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地方税法

そ の 他 0

一般財源 4,351

　混雑が著しい申告相談において事前予約制を導入することにより、会場スペースの混雑
解消や安全確保、利用者の待ち時間を解消することにより会場運営の最適化と市民満足度
の向上を図る。
　Web及び専用コールセンターを併用した事前予約システムを導入し、１日当たりの来場
者数を平準化することにより、相談品質を維持するとともに配置する職員の最適化を図
る。

【新規】
・申告相談受付における事前予約制（事前予約システム・専用コールセンター）の導入
【拡充】
・申告相談業務を担う派遣社員の増員

国　　費 0

県　　費 6,179

市　　債 0

_8_働きがい・経済成長_11_持続可能なまち該当なし 該当なし
該当なし

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 2 （ 項 ） 2 （ 目 ） 2 82 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 98 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 83ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

14,806 19,186 ▲ 4,380

事 業 名 固定資産税基礎資料作成事業 区 分 拡充 担当課 税務課

事 業 名 身体障害者福祉事業 区 分 継続 担当課 社会福祉課

＜基本目標５＞未来を培う「市民協働」とみんなの「想い」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地方税法

そ の 他 0

一般財源 14,806

　登記済通知書、農地転用、建築確認申請、納税者からの問い合わせ、航空写真を使用し
て職員が目視により比較を行うなどにより、固定資産の異動把握に努めているが、公平・
公正な課税を維持すべく、事務を効率化するとともに自主財源の確保を図る。

【拡充】
・（土地）地目照合調査及び家屋経年異動判読調査の実施
【継続】
・航空写真撮影及びデジタルオルソの作成

そ の 他 0

一般財源 11,025

　障がい者（児）に対し、自立と社会生活への参加を促進するため、医療費・住宅改修・
補装具等の補助を行うとともに、養護者等からの虐待により、本人の生命及び身体に危険
が生じる恐れがある場合の一時保護に対応できる支援制度のほか、各種障がい者団体との
連携・育成を通じて、障がい者福祉の増進を図る。

・障害者（児）医療費補助
　（自立支援医療給付費（更生医療・育成医療）、療養介護給付費）
・重度身体障害者住宅整備補助
・補装具費補助（車椅子、装具、補聴器等の交付及び修理費の補助）
・鉾田市身体障害者福祉協議会補助金
・障害者虐待緊急一時保護事業

国　　費 18,026

県　　費 9,022

市　　債 0

予算書ページ 101ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

38,073 71,122 ▲ 33,049

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律

該当なし該当なし

該当なし

_10_不平等をなくす

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 102 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 106 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 103ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

3,991 618 ＋ 3,373

事 業 名 障害者基本計画・障害福祉計画策定事業 区 分 継続 担当課 社会福祉課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・障害者基本法

そ の 他 0

一般財源 3,991

　障害福祉の計画については、3年に1度障害福祉サービス・相談支援・地域生活支援事業
の提供体制の確保と、種類ごとに必要な見込み量の計画を策定する必要があり、現計画は
令和6年度から令和8年度までとなっているため、次期計画の策定を行う。

・次期計画の策定
　（第7期障害者基本計画・第8期障害福祉計画・第4期障害児福祉計画）
　市自立支援協議会での協議、ワーキングチームの開催、パブリックコメント等の実施

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 107ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

4,620 4,620 0

事 業 名 ほこた在宅ケアネット事業 区 分 継続 担当課 介護保険課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・介護保険法

そ の 他 0

一般財源 4,620

　人口や家族構成の変化に伴い、医療と介護の双方を必要とする高齢者が増加し、医療・
介護関係者の人材不足が深刻化する中で、高齢者の尊厳を保持し自立した生活を支援する
ため、ICTを活用し、医療・介護関係者などが速やかに情報共有し、多職種・多機関連携
による支援を行う。

・電子＠連絡帳（コミュニケーションツール）を活用した、医療、介護関係者及び行政と
　の連携強化、相談体制の構築
・多職種、多機関による高齢者の見守り支援
・災害時に安否確認を把握するための情報共有

該当なし

_3_健康と福祉_10_不平等をなくす_11_持続可能なまち該当なし
該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 106 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 106 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名
敬老長寿応援事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 介護保険課

そ の 他 0

一般財源 1,215

　物価高騰の影響を受けている高齢者の負担軽減を図り、敬老の意を表するとともに、外
出の機会を創出し、フレイル予防や健康の保持・増進を推進するため、市内の協力飲食店
等で利用できる食事券を交付する。

・鉾田市敬老長寿応援補助金
　対象：市内在住の75歳以上の高齢者

国　　費 10,000

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 107ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

11,215 0 ＋ 11,215

予算書ページ 107ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

277,679 295,425 ▲ 17,746

事 業 名 医療福祉事業 区 分 継続 担当課 保険年金課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・鉾田市医療福祉費支給に関する条例

そ の 他 36,515

一般財源 121,881

　妊産婦、小児、ひとり親家庭の母子・父子及び重度心身障害者等の医療に係る経済的負
担を軽減し、健康の保持及び増進を図るため、必要とする医療を容易に受けられるよう医
療費の自己負担分を公費で助成する。

・対象者が健康保険で病院にかかった場合の自己負担分を公費で助成
　※対象者：妊産婦、小児（０～18歳　※13歳～18歳は入院のみ）、ひとり親家庭
　　　　　　（母子・父子）、重度心身障害者

国　　費 0

県　　費 119,283

市　　債 0

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
該当なし_3_健康と福祉該当なし 該当なし 該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 108 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 1 （ 目 ） 8 110 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 109ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

49,113 47,685 ＋ 1,428

事 業 名 医療福祉単独事業 区 分 継続 担当課 保険年金課

事 業 名
　保健事業と介護予防の一体的な
　「元気高齢者」サポート事業

区 分 継続 担当課 介護保険課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・鉾田市医療福祉費支給に関する条例
・鉾田市医療福祉費支給に関する条例施行規則

そ の 他 20,003

一般財源 29,110

　医療福祉事業（県助成事業）で対象外となる小児を市単独事業の助成対象とし、対象者
の健康の維持と生活の安定を図り、誰もが必要な医療を容易に受けられるよう医療費の自
己負担分を公費で助成する。

・対象者が健康保険で病院にかかった場合の自己負担分を公費で助成
　※対象者：医療福祉事業（県助成事業）で非該当となった０歳から18歳の小児、
　　　　　　中学生（13歳）から18歳までの外来診療分

そ の 他 7,602

一般財源 4,801

　高齢者の低栄養やフレイル、生活習慣病等の重症化を予防し、健康寿命を延伸すること
で高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう支援する。
　また、通いの場に関わることで心身機能の維持を図りながら、元気高齢者を増やす。

・専用システムを活用したアンケート（質問票）により、フレイル状態となる恐れのある
　高齢者を早期に把握
・健康状態不明者の把握
・低栄養、口腔機能低下、フレイル予防のため、訪問による保健指導を実施
・通いの場において、管理栄養士などによる健康教育を実施

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 111ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

12,403 12,164 ＋ 239

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・高齢者の医療の確保に関する法律 該当なし該当なし

該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 114 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 116 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 115ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

2,750 0 ＋ 2,750

事 業 名 こども計画策定事業 区 分 新規 担当課 子ども家庭課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・こども基本法

そ の 他 0

一般財源 1,375

　すべてのこどもたちが安心してのびのびと幸せに暮らせることを目的とした「鉾田市こ
ども計画」を、令和7年3月に策定した「第3期鉾田市子ども・子育て支援事業計画」の中
間見直しに際して、一体の計画として策定する。
　令和8年度にこども・若者、子育て中の方や子育て支援に携わる方の声を施策に反映す
るため、アンケート調査を実施し、令和9年度にアンケート調査結果を反映した計画を策
定する。

・アンケート調査の実施

国　　費 1,375

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 119ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

490 0 ＋ 490

事 業 名 保育幼児教育再編整備推進事業 区 分 新規 担当課 子ども家庭課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 490

　保育幼児教育ニーズの変化や公立施設の老朽化を踏まえ、今後の公立施設のあり方を示
した「公立保育所・幼稚園等に関する再編整備方針」に基づき、令和9年度に第一保育所
を認定こども園化し、併せて新設の公立認定こども園の整備に向けた準備を進める。

・子ども・子育て会議の実施
・用地選定員会の実施

該当なし

該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 3 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 120 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 134 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名
保育所等入所児童給食費助成事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 子ども家庭課

そ の 他 0

一般財源 674

　度重なる物価高騰により、保育所等における給食食材にも影響がでており、給食費の値
上げをしなければ、給食の質の維持及び安定した提供が困難な状況にあることから、保護
者の経済的負担を軽減するため、給食食材の物価高騰分について助成を行う。

・鉾田市保育所等入所児童給食費補助金
　　　　　　　　　（3歳以上児１人あたり800円、副食免除者１人あたり400円）

国　　費 6,100

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 121ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

6,774 0 ＋ 6,774

予算書ページ 135ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

109,557 106,651 ＋ 2,906

事 業 名 予防接種事業 区 分 一部新規/拡充 担当課 健康増進課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・予防接種法

そ の 他 0

一般財源 109,557

　疾病の発生及びまん延予防のために予防接種の措置を講ずることにより、市民の健康保
持に寄与する。

【新規】・RSウイルス母子免疫ワクチンの定期接種化による接種費用助成
【拡充】・任意予防接種助成の拡大（男性のHPV）
【継続】・定期予防接種（A類B類疾病）の接種体制確保、接種費用助成
　　　　・任意予防接種（おたふくかぜ、小児インフル等）の接種費用助成

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし
該当なし

該当なし 該当なし 該当なし
該当なし 該当なし 該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 136 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 138 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 1,217

県　　費 265

市　　債 0

予算書ページ 137ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

5,258 5,254 ＋ 4

事 業 名 産前産後サポート事業 区 分 拡充 担当課 子ども家庭課

事 業 名 浄化槽整備事業 区 分 継続 担当課 下水道課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 3,776

　不妊治療費助成、妊よう性温存療法費助成及び産後ケア事業について、継続して実施す
る。
　また、プレコンセプションケアについては、若い年代から将来のライフプランを考え、
日々の生活週間や健康状態を見直すことができるよう、助産師を講師に迎え、小中学生を
対象とした講話を実施する。
　さらに、不妊治療費費助成については、事業を拡充し、医療保険が適用される生殖補助
医療と併せて実施する先進医療に要する費用の一部を助成する。

【拡充】
・医療保険が適用される生殖補助医療と併せて実施する先進医療に要する費用の一部を助
成
【継続】
・不妊治療に係る治療費助成、妊よう性温存療法費助成
・プレコンセプションケア（講話など）
・産後ケア事業の実施

そ の 他 0

一般財源 25,837

　集合処理区域外において、合併処理浄化槽の設置費用や単独浄化槽からの転換費用の一
部を助成することで、設置者の費用負担の軽減及び生活排水の適正処理、水質浄化を図
る。

・合併処理浄化槽設置補助　８０件
・単独浄化槽撤去補助　　　４７件
・宅内配管布設替補助　　　４７件

国　　費 22,165

県　　費 51,714

市　　債 0

予算書ページ 139ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

99,716 89,519 ＋ 10,197

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・浄化槽法 _11_持続可能なまち
該当なし

該当なし 該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 138 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 140 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 141ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

54,276 0 ＋ 54,276

事 業 名
省エネエアコン買換促進事業
（地方創生臨時交付金事業）

区 分 新規 担当課 生活環境課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・鉾田市省エネエアコン買換促進補助金交付要綱

そ の 他 0

一般財源 5,476

　エネルギー価格の高騰を踏まえ、家庭におけるエネルギー負担の軽減及び温室効果ガス
の排出削減を図り、省エネ性能に優れたエアコンへの買換えを支援する。

○省エネエアコンへの買換えの補助
　補助額
　・市内購入　対象経費の1/2　（上限）100,000円
　・市外購入　対象経費の1/3　（上限）100,000円

国　　費 48,800

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 143ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

7,279 0 ＋ 7,279

事 業 名 安心・安全な飲用水確保対策事業 区 分 新規 担当課 生活環境課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 7,279

　安心・安全な飲用水を確保するため、市内の地下水において飲用に適さない井戸を使用
している市民に対し、上水道への加入が困難な場所について、浄水器の購入補助金を交付
し、飲用水の安全性の向上を図る。

〇浄水器補助支援
　補助率1/2　上限100,000円

該当なし

_11_持続可能なまち_13_気候変動対策該当なし 該当なし

_4_質の高い教育_6_安全な水とトイレ_10_不平等をなくす_12_つくる・つかう責任

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 142 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 144 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 健康増進事業 区 分 拡充 担当課 健康増進課

そ の 他 3,000

一般財源 112,301

　健康づくりに関する目標を定めた「鉾田市健康増進計画及び食育推進計画」に基づき、
各種健(検)診及び健康教育・健康相談等の充実を図り、疾病の早期発見と健康の保持増進
を図る。
　さらに、これまでがん患者を対象として行っていた医療用補整具の購入補助を、こども
についてはがん以外の傷病やその治療、先天的な要因などにも対象範囲を広げ、助成回
数・金額を拡大する。目的は、外見の変化があった方の心理的・経済的負担を軽減するこ
とで社会生活を支援する。

【拡充】・医療用補整具購入補助
【継続】・各種がん検診　・胃がんリスク検診　・結核、肺がん検診　・腹部超音波検診
　　　　・歯周病検診　・骨粗鬆症検査　・婦人科がん医療機関検診　・定期個別相談
　　　　・各種健康教育　・からだスッキリ教室　・ウォーキング教室
　　　　・体力アップセミナー　・糖尿病性腎症重症化予防　・健診事後指導

国　　費 413

県　　費 3,099

市　　債 0

予算書ページ 145ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

118,813 127,072 ▲ 8,259

予算書ページ 145ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

269,162 244,955 ＋ 24,207

事 業 名 健康増進施設管理運営事業 区 分 継続 担当課 健康増進課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・健康増進法　・がん対策基本法
・第３次鉾田市健康増進計画及び食育推進計画
・茨城県がん検診を推進し、がんと向き合うための県民参療条例

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・鉾田市健康増進施設の設置及び管理に関する条例

そ の 他 0

一般財源 269,162

　市民の健康づくりとふれあい拠点として、「ほっとパーク鉾田」「とっぷ・さんて大
洋」の運営管理、修繕計画に基づいた修繕等を行うことで、施設を良好に保つと共に健康
増進施設の利用促進を図る。

【委   託   料】
　・ほっとパーク鉾田、とっぷ・さんて大洋の管理運営
【工事請負費】
（ほっとパーク鉾田）
　・エアコン更新工事　・吸排気ファン更新工事　・浄化槽蓋板枠更新工事
（とっぷ・さんて大洋）
　・エアコン更新工事　・冷温水発生器修繕工事　・配管修繕工事　・マイコン更新工事

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

該当なし

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 2 （ 目 ） 2 148 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 2 （ 目 ） 2 150 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 151ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

98,945 109,149 ▲ 10,204

事 業 名 リサイクル推進事業 区 分 継続 担当課 鉾田クリーンセンター

事 業 名 廃棄物対策事業 区 分 継続 担当課 生活環境課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律　・循環型社会形成推進基本法
・資源の有効な利用の促進に関する法律　・特定家庭用機器再商品化法

そ の 他 27,119

一般財源 71,826

　廃棄物の分別処理を可能な限り行い、廃棄物の再資源化及びごみの減量化を図ること
で、循環型社会の形成を推進する。

・ガラス類再生資源化処理　　・ガラスびん、ペットボトルのリサイクル
・焼却灰の溶融化処理　　　　・不燃物処理
・廃家電リサイクル搬送　　　・アルミ缶、スチール缶、鉄くず、古紙類の売払い

そ の 他 35,202

一般財源 132,712

　市内から排出される一般廃棄物について分別指導を図り、ごみ減量化や循環型社会の確
立に向けた3Rを推進していく。
　また、家庭系ごみを集積所に排出できない高齢者等に対応するため、戸別収集を行い高
齢者等のごみ出しを支援していく。

・家庭系一般廃棄物の収集運搬
・指定ごみ袋の安定供給
・家庭用ごみ減量化機器等導入補助
・高齢者等ごみ出し支援事業

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 151ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

167,914 159,127 ＋ 8,787

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・鉾田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
・鉾田市一般廃棄物処理基本計画

該当なし

_11_持続可能なまち

_12_つくる・つかう責任_14_海の豊かさ_16_平和と公正
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 2 （ 目 ） 2 150 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 2 （ 目 ） 3 150 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 151ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

1,819,122 844,693 ＋ 974,429

事 業 名 鉾田・大洗広域事務組合負担金事業 区 分 継続 担当課 生活環境課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・循環型社会形成推進基本法
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

そ の 他 1,513,630

一般財源 305,492

　鉾田市と大洗町による新たな広域ごみ処理施設を整備するため、令和3年4月に鉾田・大
洗広域事務組合を設立して令和10年度の稼働に向けて事業を推進している。
　この施設整備費の一部や組合運営費等について、鉾田市、大洗町の両市町で負担してい
る。

・新ごみ処理施設（本体）工事
・新ごみ処理施設運営事業及び施工監理業務
・鉾田・大洗広域事務組合への短期貸付（構成市町からの一時貸付）

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 153ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

291,144 275,381 ＋ 15,763

事 業 名 し尿処理施設管理事業 区 分 継続 担当課 生活環境課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・鉾田市し尿処理施設等の設置及び管理に関する条例

そ の 他 65,643

一般財源 225,501

エコパーク鉾田、大洋サニタリーセンターの適正な運営管理に努めるとともに、延命化に
向けた施設の適切な保守点検及び整備をすることにより、生活排水による水質汚濁の防止
に努める。

・し尿処理施設の運営
・各種設備の保守点検及び整備工事

該当なし

_11_持続可能なまち_16_平和と公正
該当なし

_11_持続可能なまち_12_つくる・つかう責任_14_海の豊かさ_17_パートナーシップ

_12_つくる・つかう責任該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 156 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 158 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 持続的農業確立推進事業 区 分 一部新規 担当課 農業振興課

そ の 他 525

一般財源 59,600

　鉾田市農業の振興には、環境負荷の軽減に配慮した農業を展開し、安全・安心な農産物
を持続的に生産できる環境を整備する必要がある。
　そのため、農業資材の適正処理、病害虫防除や気象対策等の情報提供を行い、農業の持
続的な発展を図る。

【新規】
・生分解性マルチ活用推進事業補助金
【継続】
・農業用プラスチックの適正処理（農ビ・農ポリ・粗悪品・不用農薬）
・残留農薬分析
・各種普及啓発活動　等

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 159ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

60,125 87,933 ▲ 27,808

予算書ページ 159ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

10,000 31,033 ▲ 21,033

事 業 名 産地振興支援事業 区 分 継続 担当課 農業振興課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・食料・農業・農村基本法　・野菜生産出荷安定法

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・食料・農業・農村基本法　・野菜生産出荷安定法

そ の 他 1,000

一般財源 1,000

　本市の基幹産業である農業を振興するため、国や県の実施する補助事業を活用した新技
術の導入や、施設・機械設備の導入を促進し、低コストで高品質な農産物の生産や、災害
に強い園芸産地づくりの構築を進め、収益性の高い農業経営を実践するモデル的な農家を
育成する。

・儲かる産地支援事業補助金（補助率1/3以内）
・農業用ハウス強靭化緊急対策事業補助金（補助率1/2以内）
・経営継承・発展支援事業補助金（上限100万円）
・認定農業者向け補助事業に関する相談会

国　　費 0

県　　費 8,000

市　　債 0

_11_持続可能なまち
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 158 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 160 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 4,359

市　　債 0

予算書ページ 161ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

9,065 17,638 ▲ 8,573

事 業 名 水田農業改革推進事業 区 分 継続 担当課 農業振興課

事 業 名
持続的農業確立推進事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 農業振興課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・食料・農業・農村基本法
・農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律

そ の 他 0

一般財源 4,706

　意欲ある農業者が継続できる農業環境を整えるため、経営所得安定対策及び新規需要米
の作付を推進し、水田等の有効活用を図る。

・経営所得安定対策の推進のため、当市農業再生協議会へ補助金を交付
・衛星データ等を活用した水田の現状把握（遊休農地）
・大規模生産者の意向確認

そ の 他 0

一般財源 12,190

　原油価格・物価高騰等の影響を受ける農林水産業者に、動力光熱費・農薬衛生費の支援
を行うことで、農林水産業者の事業継続を支援する。

令和7年分動力光熱費・農薬衛生費が100万円以上の場合に以下の区分で支援金を交付す
る。
・100万円以上500万円未満　50,000円
・500万円以上1,000万円未満　100,000円
・1,000万円以上　200,000円

国　　費 48,200

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 161ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

60,390 0 ＋ 60,390

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

該当なし

_8_働きがい・経済成長_9_産業・技術革新_10_不平等をなくす_11_持続可能なまち
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 160 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 162 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 161ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

5,209 3,445 ＋ 1,764

事 業 名 地域農業確立推進事業 区 分 継続 担当課 農業振興課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・農業振興地域の整備に関する法律
・農業経営基盤強化促進法
・鉾田市農業経営基盤強化資金利子助成金交付要項

そ の 他 0

一般財源 4,084

　農業経営の健全な発展と地域農業の振興を図るため、農業に対する意欲と能力を有し、
効率的かつ安定的な農業経営を目指す認定農業者の育成、確保を推進する。
　地域計画及び農業振興地域整備計画の適正な管理に努め、優良農地を将来にわたって良
好な状態で確保するとともに、必要とされる土地利用との調整を実施し、農業と地域の健
全な発展と保全を図る。

・認定農業者制度
・地域計画及び農業振興地域整備計画の適正な管理
　（農地・農機具等のマッチング，地域計画座談会の開催　等）
・各種利子助成等

国　　費 0

県　　費 1,125

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 6,727

市　　債 0

予算書ページ 163ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

10,444 26,991 ▲ 16,547

事 業 名 新規就農者育成総合対策事業 区 分 一部新規 担当課 農業振興課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・新規就農者育成総合対策実施要綱

そ の 他 0

一般財源 3,717

　日本有数の産地を今後も維持・発展させるため、今後の地域の担い手となる新規就農者
の負担を軽減するとともに、経営の安定化・栽培技術についてサポートする。

【新規】
・メロン新規就農支援事業補助金
　（新規就農者研修費，新規就農者指導農家支援を助成）
【継続】
・経営開始資金事業（新たに経営を開始する者に対して資金を助成）

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 162 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 164 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 畜産業振興事業 区 分 継続 担当課 農業振興課

そ の 他 229

一般財源 2,506

　畜産業の振興及び畜産物の安定生産を図るとともに、家畜伝染病予防法に基づく検査・
予防接種等の防疫の実施、伝染病に備えた危機管理体制の充実を図る。

・市畜産関係組合等への支援
・豚熱の感染防止に伴うワクチン接種手数料の一部助成

国　　費 0

県　　費 24

市　　債 0

予算書ページ 165ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

2,759 2,751 ＋ 8

予算書ページ 165ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

12,008 0 ＋ 12,008

事 業 名
畜産業振興事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 農業振興課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・家畜伝染病予防法
・家畜排せつ物法

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 1,208

　飼料価格の高騰により経営がひっ迫している畜産経営体に対し、配合飼料価格安定基金
への積立に要した経費の一部について補助を行うことで、畜産経営体の経営安定を図る。

（補助額）R7配合飼料価格安定基金積立金800円/tに対し、200円/tを補助（上限額
100万円）
（補助対象者）市内で家畜を飼養しており、かつ、配合飼料価格安定制度に加入している
令和8年度以降も経営を継続する方（45経営体）

国　　費 10,800

県　　費 0

市　　債 0

_2_飢餓ゼロ_8_働きがい・経済成長_9_産業・技術革新_12_つくる・つかう責任
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 6 164 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 1 （ 目 ） 6 166 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 32,478

市　　債 0

予算書ページ 167ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

78,575 74,023 ＋ 4,552

事 業 名 土地改良事業 区 分 継続 担当課 農業振興課

事 業 名
農業水利施設物価高騰対策事業
（地方創生臨時交付金事業）

区 分 新規 担当課 農業振興課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・食料・農業・農村基本法　・土地改良法
・農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

そ の 他 0

一般財源 46,097

　土地改良区や地域農業者などが行う施設の公益的な維持管理事業を支援することで、農
村環境保全と生産基盤の維持を図る。
　また、排水機場の運転管理により水害防止を行う。

・維持管理適正化事業補助金等（市内土地改良区）
・多面的機能支払交付金事業
・排水施設等維持管理

そ の 他 0

一般財源 1,103

　鉾田市内の土地改良区や水利組合で管理している用排水機場等水利施設において、原油
価格・物価高騰等による農事電力の高騰の影響を受けた事業に用いる電気料金の助成を実
施し、施設管理者の負担軽減を図る。

用水機場等の水利施設を管理する土地改良区及び水利組合に対して電気料金の一部を支援
・令和7年4月～9月までの電気料から令和3年同期間の電気料を差引いた差額の1/2を助
成

国　　費 9,900

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 167ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

11,003 0 ＋ 11,003

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

該当なし

_2_飢餓ゼロ_8_働きがい・経済成長_9_産業・技術革新_11_持続可能なまち
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 166 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 5 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 168 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 169ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

15,853 12,847 ＋ 3,006

事 業 名 林業振興事業 区 分 継続 担当課 農業振興課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・森林法
・鉾田市森林整備計画

そ の 他 14,380

一般財源 1,348

　無届伐採を防止するとともに森林愛護運動の支援をすることで、自然環境の保全・活用
を図る。
　また、公益的機能を有する海岸防災林の保全・機能回復及び重要インフラ施設に影響を
及ぼす危険木の伐採を推進することで、生活環境の保全を図る。

・森林環境譲与税を活用した森林整備事業
　（危険木の伐採、海岸防災林整備、森林・林業体験学習の実施）
・森林愛護運動推進事業補助金

国　　費 0

県　　費 125

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 1,472

市　　債 0

予算書ページ 169ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

11,558 9,372 ＋ 2,186

事 業 名 鳥獣被害防止対策事業 区 分 拡充 担当課 農業振興課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・鳥獣保護法　・鳥獣被害防止特措法
・鉾田市鳥獣被害防止計画

そ の 他 0

一般財源 10,086

　わな猟免許取得費用や電気柵設置費用に対して補助を行うことで、鳥獣被害防止対策を
推進する。
　また、農業者や鉾田市鳥獣被害防止対策協議会等の関係機関との情報共有・連携を図り
ながら、鳥獣被害防止対策を実施する。

【拡充】
・有害鳥獣捕獲事業補助金（捕獲活動費（日当）の引上げ）
【継続】
・鳥獣被害防止対策補助金（わな猟免許取得補助、電気柵等設置補助）　・被害防除講習会の開催
・鉾田市鳥獣被害防止対策協議会と連携した被害状況の把握、関係機関・団体との連絡調整
・鳥獣被害防止総合対策事業（国補助）を実施

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 170 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 170 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

画像

事 業 名 商工業振興事業 区 分 継続 担当課 商工観光課

そ の 他 5,107

一般財源 16,583

　市商工会が行う経営改善普及事業及び地域総合振興事業等に対し、支援を行うことで市
内事業者の経営力向上及び地域活性化を図る。また、設備や運転資金として融資を受けた
市内事業者や地域振興の事業に取組む団体に対して支援を行い、金融の円滑化や商工業の
振興を図る。

・鉾田市商工会補助金
・自治金融保証料補給金
・商工業振興事業補助金

国　　費 0

県　　費 174

市　　債 0

予算書ページ 171ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

21,864 56,176 ▲ 34,312

予算書ページ 173ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

265,127 237,938 ＋ 27,189

事 業 名 ふるさと鉾田応援寄附記念品事業 区 分 継続 担当課 商工観光課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地方税法

そ の 他 0

一般財源 265,127

　「ふるさと納税制度」において更なる発展を図るため、効果的にポータルサイトを活用
し、市特産品のPR活動に努め、協賛事業者の発展に寄与する。

・ふるさと納税寄附の受付、返礼品の発送、寄附受領証明書等書類の送付
・返礼品事業者への訪問等実施。返礼品の調整、新規拡充
・寄附金税額控除に係る特例申請書の受付処理
・ふるさと納税ポータルサイトの活用

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 172 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 172 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 12,925

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 173ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

31,446 33,602 ▲ 2,156

事 業 名 地域魅力発信事業 区 分 継続 担当課 商工観光課

事 業 名
中小企業等支援事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 商工観光課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地域再生法

そ の 他 0

一般財源 18,521

　鉾田市の認知度・イメージの向上のためのプロモーション動画の活用や、市観光物産協
会と連携によるイベント等出店のほか、市の人や物、魅力を活かした地域内コンテンツを
造成し、市外からの人流を創出する。

・Vtuberコンテンツを活用したシティプロモーション
・市の魅力を活かした地域内集客コンテンツの造成
・メディア、SNS、その他情報発信媒体を活用した市の魅力の発信

そ の 他 0

一般財源 12,472

　エネルギー・物価高騰の影響を受けている市内の商工業事業者に対し、取組みや状況に
応じて補助金または支援金を交付して、業務効率の向上や事業の継続の支援を図る。

【新規】
・中小企業等生産性向上応援補助金
・中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金
・中小企業等物流事業者経営支援金

国　　費 69,500

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 175ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

81,972 0 ＋ 81,972

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

該当なし該当なし

該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 174 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 178 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 177ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

46,725 43,707 ＋ 3,018

事 業 名 観光振興事業 区 分 継続 担当課 商工観光課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地域再生法

そ の 他 60

一般財源 34,315

　新たな観光資源の掘り起こしや、全国有数の農産地の特色を生かした観光メニューを創
設するため、関連団体との協働により観光施策を進めるほか、必要な事業を行う。

・関連団体との協働による観光施策の計画・実施
・市特産品、店舗等、観光情報の発信・PR
・鉾田市マスコットキャラクター「ほこまる」を活用したPR
・ラーケーションを活用した観光体験プログラムの実施

国　　費 12,350

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 181ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

24,023 22,276 ＋ 1,747

事 業 名 観光イベント開催事業 区 分 継続 担当課 商工観光課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地域再生法

そ の 他 20,050

一般財源 3,973

　豊富な旬の市特産物使った食の提供や鉾田ならではの体験と併せて、県内外からの来訪
者に鉾田市の良さを広く周知し、知名度の向上や交流人口の拡大に繋げることを目的とし
た観光イベントを開催する。

・市内観光イベント等の開催

該当なし 該当なし

該当なし 該当なし

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

該当なし

_17_パートナーシップ
該当なし

_8_働きがい・経済成長
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 6 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 180 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 7 （ 項 ） 2 （ 目 ） 3 186 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 地域活性化企業人事業 区 分 継続 担当課 商工観光課

そ の 他 0

一般財源 7,675

　民間事業者の持つ知識や技術、経験を活かした市内旅行者動向分析や、民間プラット
フォームを活用した農業×観光の実証実験等の実施を通し、人流データや観光ニーズ等、
観光行政に有用な情報を収集することにより、効果的な観光施策の実施に繋げる。

・市内観光情報発信
・市内観光動向調査及び分析
・地域活性化企業人提案事業に関すること

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 181ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

7,675 7,611 ＋ 64

予算書ページ 187ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

570,440 1,118,556 ▲ 548,116

事 業 名 道路新設改良事業 区 分 一部新規 担当課 道路建設課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地域活性化企業人制度推進要綱

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律
・駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法
・社会資本整備総合交付金交付要綱

そ の 他 25,000

一般財源 41,824

　防衛省の民生安定事業を活用し、下冨田・青柳地区の用地取得・物件補償を実施すると
ともに、再編関連訓練移転等交付金を活用し、大和田・上冨田地区の道路改良舗装工事を
実施し、安心安全な交通環境の向上を図る。
　また、小中学校を中心とした半径1km以内の区域で災害時の避難路や通学路の安全性を
総合的に向上させるため、都市防災総合推進事業を活用し歩行空間の確保を図る。
　さらに、継続して道路防災として緊急自然災害防止対策事業債を活用した冠水等の対策
を実施する。

・民生安定事業：市道7-65号線　用地取得・物件補償
・再編関連訓練移転等交付金事業：市道8-446号線　道路改良舗装工事
・特定防衛施設周辺整備調整交付金事業：市道8-4333号線　道路改良舗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市道8-1251号線外　用地測量
・都市防災総合推進事業：大洋0206号線　補強土工事　市道8-5004号線　道路改良舗装工事
　　　　　　　　　　　　市道旭1-3号線外　薄層カラー舗装（新規）
・緊急自然災害防止対策事業：烟田地内冠水対策　他　4箇所（新規）

国　　費 252,516

県　　費 0

市　　債 251,100

該当なし 該当なし 該当なし該当なし

_11_持続可能なまち_16_平和と公正_17_パートナーシップ
該当なし

_17_パートナーシップ_8_働きがい・経済成長

_9_産業・技術革新
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 7 （ 項 ） 2 （ 目 ） 3 188 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 7 （ 項 ） 4 （ 目 ） 1 192 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 181,500

県　　費 0

市　　債 148,500

予算書ページ 189ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

330,388 207,030 ＋ 123,358

事 業 名 統合小学校通学路整備事業 区 分 継続 担当課 道路建設課

事 業 名 空家対策事業 区 分 継続 担当課 都市計画課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・社会資本整備総合交付金交付要綱
・鉾田市国土強靭化計画　・鉾田市通学路交通安全プログラム

そ の 他 0

一般財源 388

　本線の狭隘箇所や急カーブ、起伏等を解消することで新市連絡道路と一般県道大竹鉾田
線バイパス及び下太田鉾田線を結び地域間交流の促進を図り、鉾田南小学校の通学路とし
て児童の歩行スペースを確保する。

整備延長（L=2,000m）2車線、片側歩道
・道路改良舗装工事
・補強土壁工事

そ の 他 0

一般財源 5,083

　空家の定期的なパトロールを実施し、管理不全空家の所有者等に対し適正な管理を指導
するとともに、管理が良好な空家については「空家バンク」を活用し、鉾田市への移住・
定住の促進を図る。
　昨年度に引き続き、空家等解体補助事業の周知を図り、適正な維持管理を継続して実施
する。

・管理不全空家の解体に関する支援（空家等解体補助事業）
・管理不全空家の管理適正化（空家パトロールの実施、所有者等への指導）
・空家バンクの活用（空家バンクの登録支援、空家修繕費用の支援）

国　　費 1,750

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 195ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

6,833 6,958 ▲ 125

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・空家等対策の推進に関する特別措置法

該当なし

_11_持続可能なまち
該当なし

_11_持続可能なまち_16_平和と公正_17_パートナーシップ_9_産業・技術革新
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 7 （ 項 ） 4 （ 目 ） 3 196 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 8 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 200 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 197ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

15,392 1,283 ＋ 14,109

事 業 名 鹿島灘海浜公園拠点化事業 区 分 継続 担当課 都市計画課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 15,392

　大きなポテンシャルを持つ鹿島灘海浜公園は鉾田市における重要な観光地、憩いの場で
ありながら十分に活かされていない状況であるため、県や国、関係機関等と連携し、鹿島
灘海浜公園の一大拠点化を図る。

・基本計画の検討（施設内容・規模の検討等）

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 29,600

予算書ページ 203ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

78,351 226,253 ▲ 147,902

事 業 名 消防施設整備事業 区 分 継続 担当課 危機管理課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・消防組織法　・地域防災力の充実強化に関する法律

そ の 他 17,800

一般財源 30,951

　火災や災害などの有事の際、市民の生命と財産を守るため、防火水槽や消火栓、消防自
動車等の消防施設の整備と充実を図る。

・防火水槽修繕工事（7箇所）
・防火水槽撤去工事（4箇所）
・水道事業消火栓設置等負担金（改修工事：不断水工法８箇所）
・消防自動車購入（小型動力ポンプ付積載車：2台）
・消防自動車売却（小型動力ポンプ付積載車：15台）※官公庁オークション出品

該当なし

該当なし該当なし

_11_持続可能なまち
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 8 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 204 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 8 （ 項 ） 1 （ 目 ） 4 204 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 災害対策事業 区 分 継続 担当課 危機管理課

そ の 他 0

一般財源 7,611

　災害時に使用する資機材や防災倉庫の管理を行い、有事に備える。
　土砂災害警戒区域等の既設標識が耐用年数を迎えるため、更新を行い住民への災害リス
クに対する啓発を図る。
　現在利用している無線機の契約期限が終了することから、新たな機材を導入し、災害時
の連絡手段の確保する。

・土砂災害警戒区域等の既設標識の更新
・IP無線機購入（30台）
・衛星携帯電話（2台）

国　　費

県　　費 10,770

市　　債 0

予算書ページ 205ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

18,381 21,089 ▲ 2,708

予算書ページ 207ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

17,618 11,985 ＋ 5,633

事 業 名 地域防災計画推進事業 区 分 拡充 担当課 危機管理課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・災害対策基本法
・鉾田市地域防災計画

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・災害対策基本法
・鉾田市地域防災計画

そ の 他 0

一般財源 10,024

　有事の際に市民の生命と財産を守るために、平時より防災減災対策の確立を図る。
　浸水想定区域の追加・更新や防災情報を充実させたハザードマップを更新するほか、原
子力災害に対応したガイドマップについても、旭小学校の開校にあわせ更新し、住民に災
害リスクの周知と防災意識の高揚を図る。
　また、新たに気象情報システムを導入し、災害対応の初動判断の迅速化と精度向上を図
る。

【拡充】
・ハザードマップの改訂
・WEB版ハザードマップの更新
・気象情報システムの導入
・原子力災害広域避難ガイドマップ更新
・原子力災害に備えた避難ガイドマップ更新

国　　費

県　　費 7,594

市　　債 0

_11_持続可能なまち
該当なし

該当なし
該当なし

_11_持続可能なまち

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 210 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 1 （ 目 ） 2 210 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 211ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

75,660 138,780 ▲ 63,120

事 業 名 教育・子育て支援給付金事業 区 分 継続 担当課 教育総務課

事 業 名
通学費支援事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 教育総務課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 66,000

一般財源 9,660

　子育て世帯から“選ばれるまちづくり”を推進するため、家庭の経済的負担を軽減し、
より子育てしやすい環境の向上を図ることを目的とし、保護者が負担している学校給食費
を支援する。
　なお、文部科学省による学校給食費の抜本的な負担軽減にともない、小学校における給
食費が無償化されたことにより、対象者が令和７年度より減っている。

小中学校等給食費支援給付金
・対象者：市内在住で小中学校等に通う児童・生徒の保護者
・支給額（市内就学の場合）：中学生6,300円/月
　（市外・私立就学の場合）：小学生5,200円/月（上限）、中学生6,300円/月（上限）
・財源：特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金　66,000千円

そ の 他 0

一般財源 4,915

　「物価高騰対策」を目的に鉾田市在住の小・中・高校生の保護者に対して通学費の支援
を行う。

通学費支援給付金
・対象者：市内在住で小・中・高等学校等に通う児童・生徒の保護者のうち、住所地から
就学校までの通学距離が6ｋｍ以上の者
・支給額：40,000円/年
・財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　43,219千円

国　　費 43,219

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 213ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

48,134 0 ＋ 48,134

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

該当なし

該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 212 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 212 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 213ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

34,928 40,128 ▲ 5,200

事 業 名 英語指導事業 区 分 継続 担当課 指導課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・学習指導要領

そ の 他 0

一般財源 34,928

　小中学校（小学校3～6年生、中学校1～3年生）へ外国語指導助手（ALT）を派遣し、
日本人教師とともに授業を行い、主体的に外国語（英語）学習に取り組む態度を育み、コ
ミュニケーション能力の素地の育成に努める。
　また、小学校（1～2年生）や幼稚園を訪問し、児童や園児が外国語（英語）文化、異文
化に触れる機会を設ける。

・幼稚園、小学校、中学校への外国語指導助手（ALT）の派遣　8名

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 4,457

市　　債 0

予算書ページ 213ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

65,296 60,586 ＋ 4,710

事 業 名 のびのび児童生徒推進事業 区 分 拡充 担当課 指導課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・教育機会確保法

そ の 他 0

一般財源 60,839

　児童生徒の個々の状況に応じた細やかな教育の提供を実現するため、学力向上支援非常
勤講師が個に応じた学習支援を進め、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー
カーが児童生徒の心のケアに取り組む。学校外ではすずらんルームにて相談員が不登校支
援を担う。
　令和8年度においては、市内4中学校に校内フリースクールを設置し、登校はできるがク
ラスに入れない生徒についての支援を整える。

【拡充】
・校内フリースクールの設置及び相談員、支援員の配置
【継続】
・学力向上支援非常勤講師の配置　　　　　・すずらんルームの運営及び相談員の配置
・ハイパーQUテストの実施（小学5～6年生、中学1～2年生）
・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの派遣

該当なし

該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 1 （ 目 ） 3 214 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 216 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 子供の輝く未来創造事業 区 分 継続 担当課 指導課

そ の 他 1,700

一般財源 607

　進路決定の時期を迎える中学校3年生にとって、自ら課題を設定し解決する力と主体的
に学習に取り組む態度の育成が重要であることから、10月から2月までの土曜日の午前中
に、希望者に対し、講師との協働的な学びによる学習機会を提供する。

・土曜スクールの開講　12回（市内4中学校ごと実施）
・土曜スクール講師の配置　24名（市内4中学校に6名ずつ配置）

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 217ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

2,307 2,282 ＋ 25

予算書ページ 219ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

1,118,600 121,485 ＋ 997,115

事 業 名 小学校維持管理事業 区 分 拡充 担当課 教育総務課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 825

一般財源 207,475

　学校施設等の老朽化に伴う修繕・補修等により、教育環境の改善・整備を行う。また、
閉校小学校についても、除草等敷地内の管理を行う。
　令和8年度は、大洋地区の閉校小学校の解体撤去工事を行う。

【拡充】
・大洋地区閉校小学校解体撤去工事（上島東小・上島西小・白鳥東小・白鳥西小）
【継続】
・小学校施設の維持管理
・閉校小学校の管理

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 910,300

該当なし 該当なし 該当なし該当なし

該当なし 該当なし 該当なし該当なし

該当なし 該当なし 該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 218 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 2 （ 目 ） 1 218 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 21,947

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 219ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

346,030 259,058 ＋ 86,972

事 業 名 小学校スクールバス運行事業 区 分 一部新規 担当課 教育総務課

事 業 名 小学校医療的ケア児支援事業 区 分 継続 担当課 教育総務課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・鉾田市スクールバス運行に関する条例

そ の 他 0

一般財源 324,083

　鉾田市公立学校施設再編計画に基づき統合した小学校の通学区域内において、遠距離通
学となる児童の安全確保及び登下校の負担軽減を図るため、スクールバスの運行を行う。
　令和８年度からは、旭小学校の運行を開始する。

スクールバス運行業務委託
【新規】
　・旭小学校　　（令和８年度～令和１２年度）　　運行台数１２台
【継続】
　・鉾田北小学校（令和８年度～令和１２年度）　　運行台数１１台
　・鉾田南小学校（令和６年度～令和１０年度）　　運行台数１９台
　・大洋小学校　（令和４年度～令和８年度）　　　運行台数１１台

そ の 他 0

一般財源 1,163

　日常的に医療的ケアを必要とする児童に対し、保護者の負担を軽減するとともに、安心
して学校生活を送ることができるよう、必要な医療的ケアの支援を行う。

・訪問看護事業所より看護師を小学校へ派遣する
・学校における医療的ケア児支援（血糖測定、インスリン注射等）

国　　費 580

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 219ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

1,743 2,241 ▲ 498

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 － 該当なし

_4_質の高い教育該当なし 該当なし 該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 3 （ 目 ） 1 222 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 4 （ 目 ） 1 226 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 225ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

72,635 63,690 ＋ 8,945

事 業 名 中学校維持管理事業 区 分 一部新規 担当課 教育総務課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 1,500

一般財源 65,735

　学校施設等の老朽化に伴う修繕・補修等により、教育環境の改善・整備を行う。
　令和8年度は、中学校施設 照明設備LED化改修工事の設計業務を行う。

【新規】
・照明設備LED化改修工事実施設計業務委託
【継続】
・中学校施設の維持管理

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 5,400

国　　費 481

県　　費 0

市　　債 8,100

予算書ページ 229ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

34,883 25,528 ＋ 9,355

事 業 名 幼稚園維持管理事業 区 分 一部新規 担当課 教育総務課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 26,302

　施設等の老朽化に伴う修繕・補修等により、教育環境の改善・整備を行う。
　令和8年度は、鉾田北幼稚園の照明設備LED化改修工事の設計業務及び、つばさ幼稚園
の解体撤去工事の設計業務を行う。

【新規】
・照明設備LED化改修工事実施設計業務委託（鉾田北幼稚園）
・解体撤去工事実施設計委託（つばさ幼稚園）
【継続】
・幼稚園施設の維持管理
・通園バスの維持管理

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし該当なし

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 1 234 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 1 236 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 生涯学習館管理運営事業 区 分 一部新規 担当課 生涯学習課

そ の 他 8

一般財源 22,494

　市内の文化財を集約した文化財展示施設の管理運営及びすずらんルームやことばの教室
等の管理を行う。また、運営ボランティアと協働・連携し、社会教育事業をはじめとする
各種事業への円滑な推進及び効率的な事業を行う拠点づくりを目指す。
　令和８年度は、多目的広場を芝生化することにより機能向上を図る。

【新規】
・生涯学習館「とくしゅくの杜」の多目的広場芝生化工事
・芝刈機収納庫設置工事
・乗用芝刈機購入
【継続】
・生涯学習館「とくしゅくの杜」の管理運営

国　　費 26,500

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 237ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

49,002 20,314 ＋ 28,688

予算書ページ 237ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

2,503 0 ＋ 2,503

事 業 名 国際文化体験事業 区 分 新規 担当課 生涯学習課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標５＞未来を培う「市民協働」とみんなの「想い」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・第３期鉾田市教育振興基本計画
・第３次鉾田市生涯学習推進計画【改訂版】

そ の 他 2,150

一般財源 353

　英国の建築様式などを再現した施設で、外国人スタッフによるオールイングリッシュの
カリキュラムを通じ、実践的な英語コミュニケーションを図りながら、様々な文化体験を
行うことで国際理解を深め、多様性を尊重することのできる人材の育成を目的とする。

　福島県に位置するブリティッシュ・ヒルズを活用し、実践的な英語のレッスンに加え、
英国での食事マナーや伝統的なスポーツ体験など様々な文化体験を実施する。

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

該当なし

該当なし該当なし 該当なし 該当なし
該当なし該当なし 該当なし 該当なし該当なし 該当なし 該当なし該当なし 該当なし 該当なし該当なし 該当なし 該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 1 236 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 1 238 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 239ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

1,215 660 ＋ 555

事 業 名 学校運営協議会開設事業 区 分 一部新規/拡充 担当課 生涯学習課

事 業 名 地域クラブ活動推進事業 区 分 新規 担当課 生涯学習課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

そ の 他 200

一般財源 1,015

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、令和6年度から設置した「鉾北ひ
まわり学園」、「鉾南にじいろコミュニティスクール」に引き続き、令和８年度は、大洋
小・中学校に学校運営協議会を設置し、「地域とともにある学校づくり」の実現のため、
学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的な推進を図る。

○大洋小・中学校の学校運営協議会の設置　　　　（学校運営協議会委員 20名、協議会開催数 5回）
○旭小・中学校の学校運営協議会推進委員会の設置（学校運営協議会推進委員会委員　14名）
○「鉾北ひまわり学園」、「鉾南にじいろコミュニティスクール」の運営支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（学校運営協議会委員 20名、協議会開催数 5回）
・学校運営基本方針の承認及び評価・学校運営に関する具体的な支援策の企画・検討
・学校運営協議会への理解を高めるための啓発活動
・地域学校協働活動への支援（新規）

そ の 他 5,672

一般財源 4,616

　国が推進する部活動改革に伴い、休日の学校部活動を地域クラブ活動に展開していくこ
とで、生徒が少子化の中でも将来にわたりスポーツ及び文化芸術活動に継続して親しむこ
とができる機会を確保するため、市教育委員会が運営する「鉾田市地域クラブ」を設置し
運営を図る。

　市教育委員会が運営する「鉾田市地域クラブ」
　活動日　：休日（土日のいずれか１日　３時間以内）
　活動場所：市内小中学校施設または、市内公共施設
　種　目　：17種目（既存の学校部活動の種目及びスポーツクライミング）
　対象者　：市内の中学校に通学する生徒
　指導者　：参加を希望する教職員、部活動指導員、地域の指導者、保護者等

国　　費 0

県　　費 2,297

市　　債 0

予算書ページ 239ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

12,585 0 ＋ 12,585

＜基本目標５＞未来を培う「市民協働」とみんなの「想い」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・スポーツ基本法
・公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等
の一部を改正する法律

該当なし

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

該当なし

該当なし該当なし

該当なし

該当なし

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 2 240 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 2 242 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 243ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

5,704 5,944 ▲ 240

事 業 名 公民館運営事業 区 分 継続 担当課 鉾田中央公民館

事 業 名 芸術文化創造事業 区 分 継続 担当課 鉾田中央公民館

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 700

一般財源 5,004

　青少年・成人・高齢者を対象に各種教室・講座等を実施するとともに、広範囲な年齢層
の市民に参加を促すため、自主的な学習活動の支援やイベント等の開設を行うことで生活
文化の振興、社会福祉の増進に寄与する。

・青少年教育事業（親子体験事業）
・成人教育事業　（各種講座・教室の開催、自主活動クラブ）
・高齢者教育事業（いきいき大学、高砂大学、寿大学）
・文化振興事業　（文化講演会、自主活動グループによる発表会の開催、作品の展示）

そ の 他 11,262

一般財源 14,440

　文化振興を図るとともに、市民一人ひとりへの学習機会づくり、生涯を通じて「学ぶ」
体制づくりに努めるため、文化芸術活動に参加する機会を提供し、市民自ら実施する活動
の中で、様々な出会いを通じて新たなコミュニティづくりに寄与する。

・芸術文化鑑賞事業（音楽、映像芸術、舞台芸術、伝統芸能など）
・小中学校アクティビティ事業（アウトリーチコンサート）
・市民合奏団、市民ミュージカルなど市民組織団体の活動支援
・ワークショップの開催

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 243ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

25,702 26,153 ▲ 451

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

該当なし

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

_11_持続可能なまち_16_平和と公正_17_パートナーシップ
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 5 （ 目 ） 3 246 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 6 （ 目 ） 1 250 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 247ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

1,237 4,564 ▲ 3,327

事 業 名 学校図書館支援事業 区 分 継続 担当課 図書館

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 1,237

　市立図書館と市内学校（幼児施設、小中学校）との連携事業である、学校図書館支援事
業の強化を図るとともに、学校図書館の運営に積極的に関与することで、学校担当者の負
担軽減及び利便性の向上に寄与する。

・図書館見学受入　　　　・職場体験の受入
・出張読み聞かせの実施　・おはなしの会の実施
・学校配本
（補助教材や学級文庫用図書の配本、学校図書館への市立図書館コーナーの設置）

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 160

市　　債 0

予算書ページ 253ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

11,961 9,001 ＋ 2,960

事 業 名 スポーツクライミング推進事業 区 分 継続 担当課 生涯学習課

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・スポーツ基本法

そ の 他 1,319

一般財源 10,482

　とくしゅくの杜スポーツクライミングセンターを活用し、競技会や講習会、体験教室等
を開催し、スポーツクライミングの拠点づくりを目指すとともに、県大会や全国大会等の
開催を誘致し、市の魅力発信を行う。
　スポーツクライミングセンターを適正に維持管理し、スポーツクライミングに親しめる
環境づくりに努める。

・クライミング講習会の開催　４回
・クライミング体験教室（クライムほこた！）の開催　４回
・小学生クライミング体験教室の開催　市内４校
・クライミング競技会の開催　4大会
（主催大会　ボルダーフューチャーカップ（全国）、坂場杯（県）、県民総体兼国スポ予選（県））
・クライミングブースの出展　1回
・スポーツクライミングセンターの維持管理及び運営

該当なし

該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 6 （ 目 ） 2 252 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 9 （ 項 ） 6 （ 目 ） 3 256 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 体育施設管理事業 区 分 一部新規 担当課 生涯学習課

そ の 他 14,277

一般財源 91,645

　公共施設等総合管理計画に基づき、市民が身近にスポーツに親しむことができるよう運
動施設の利用促進に向けて、施設の保全と維持管理及び、施設の機能充実を図る。
　鉾田総合公園、旭スポーツセンター、くぬぎの森スポーツ公園など、市内体育施設を適
正に維持管理し、市民が身近にスポーツに親しめる環境づくりに努める。

【新規】
・旭スポーツセンター電気工作物改修工事
・体育施設LED化工事（くぬぎの森スポーツ公園 他２施設）
【継続】
・市内体育施設の維持管理及び運営
（旭スポーツセンター・鉾田総合公園・くぬぎの森スポーツ公園他5施設）

国　　費 4,262

県　　費 16,000

市　　債 64,400

予算書ページ 255ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

190,584 139,352 ＋ 51,232

予算書ページ 259ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

483,745 442,984 ＋ 40,761

事 業 名 鉾田学校給食センター運営管理事業 区 分 継続 担当課 鉾田学校給食センター

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・スポーツ基本法

＜基本目標３＞次世代に伝えたい「歴史・文化」と夢拓く「ひと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・学校給食法

そ の 他 113,231

一般財源 268,118

　本事業は、学校給食センターにおいて、安全・安心で衛生的な学校給食を安定的に提供
することにより、児童生徒の健全な心身の発達を支えるとともに、食育の推進を図ること
を目的とする。
　また、施設・設備の計画的な維持管理及び修繕を行い、老朽化への対応を図るととも
に、近年の物価高騰等の社会情勢を踏まえ、効率的かつ持続可能な運営体制を確保するも
のである。

【拡充】高騰する賄材料費の財源確保をするため、令和8年4月より給食費(月額)の改定を
行う。
　小学生児童：4,200円→5,200円　中学生生徒：4,500円→6,300円
　幼稚園園児：4,200円→4,600円
　給食賄材料費に対応した支援：167,206千円
　食器等更新(経年劣化によるトレー)：6,600千円
【継続】学校給食調理業務・給食の配送及び回収業務、施設設備の維持管理

国　　費 5,500

県　　費 96,896

市　　債 0

該当なし

該当なし 該当なし 該当なし該当なし該当なし該当なし該当なし該当なし該当なし
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【国民健康保険特別会計】 単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 4 （ 項 ） 1 （ 目 ） 1 304 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

【介護保険特別会計（保険事業勘定）】 単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 1 （ 項 ） 5 （ 目 ） 1 362 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

国　　費 0

県　　費 22,000

市　　債 0

予算書ページ 307ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

45,935 53,900 ▲ 7,965

事 業 名 特定健康診査等事業 区 分 継続 担当課 保険年金課

事 業 名 計画策定事業 区 分 継続 担当課 介護保険課

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等
・高齢者の医療の確保に関する法律
・鉾田市特定健康診査等実施計画

そ の 他 23,688

一般財源 247

　生活習慣病の早期発見や重症化予防を目的とした健康診査を実施し、健診結果に基づい
た適切な保健指導を行うことで、国民健康保険被保険者の健康の保持・増進を図る。
　また、医療機関における特定健診検査項目を含む人間ドックについて、受診費用の一部
助成を行い、被保険者の健康維持・重症化予防を図る。

・国民健康保険被保険者の受診勧奨、健診の実施
・健診結果に基づく専門職による保健指導の実施
・人間ドックの受診費用（特定健診の受診項目を含む）の一部助成

そ の 他 2,869

一般財源 3,014

　高齢者福祉施策の基本的な考え方や取り組むべき施策を明確にし、高齢者福祉施策及び
介護保険事業の方向性を示すとともに、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保
するため、令和9年度から令和11年度までの3年間を期間とする「鉾田市高齢者福祉計
画・第10期介護保険事業計画」を策定する。

・鉾田市高齢者福祉計画・第10期介護保険事業計画策定業務委託
・鉾田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会の開催
・鉾田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定ワーキングチームによる協議

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

予算書ページ 363ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

5,883 1,306 ＋ 4,577

＜基本目標１＞誰にもやさしい「安全・安心」と住みよい「くらし」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・老人福祉法　・介護保険法
該当なし該当なし

該当なし 該当なし 該当なし該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 1 （ 項 ） 1 （ 目 ） 1 30 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 1 （ 項 ） 1 （ 目 ） 5 36 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

予算書ページ 35ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

86,802 0 ＋ 86,802

事 業 名
水道基本料金等減免事業

（地方創生臨時交付金事業）
区 分 新規 担当課 水道課

【水道事業会計】

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 86,802

　物価高騰の影響を受けた一般世帯や事業者の支援を目的として、水道基本料金等の減免
を行うことで消費の下支えを図る。

　市内全ての水道利用者（公的機関は除く）の水道基本料金等（メーター使用料含む）を
3か月分減免する。
【減免期間　R8年8月～10月（R8年6月～8月使用分）】

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 0

国　　費 0

県　　費 1,170

市　　債 0

予算書ページ 37ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

1,170 0 ＋ 1,170

事 業 名 上水道転換支援事業 区 分 新規 担当課 水道課

＜基本目標２＞魅力あふれる「地域資源」と活力のある「しごと」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

そ の 他 0

一般財源 0

　令和８年度よりPFOS・PFOAが水質基準となり、市内においても広範囲に飲用不適合
の井戸が報告されていることから、安全・安心な飲用水を確保するため、県の実施する上
水道転換支援事業の補助金を活用し、井戸からの転換による新規水道加入者を支援する。

　飲用井戸の利用世帯が上水道へ転換する際に、現在実施している水道加入金の減免に加
え、給水装置の工事費用の助成を行う。
　工事費用の助成 上限3万円/件

_11_持続可能なまち
該当なし

該当なし該当なし
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単位：千円

予 算 科 目（ 款 ） 1 （ 項 ） 1 （ 目 ） 1 44 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

【下水道事業会計】 単位：千円

予 算 科 目 （ 款 ） 1 （ 項 ） 1 94 ～

事 業 の 目 的
及 び 概 要

事 業 実 施
内 容

総 合 計 画

事 業 名 上水道事業（資本的支出） 区 分 一部新規 担当課 水道課

そ の 他 33,135

一般財源 14,426

　耐用年数を経過し老朽化している旭配水場の配水ポンプの更新工事を実施することで、
水道水の継続的な安定供給を図る。
　また、配水管路及び給水管の状況を確認するための管路台帳システムについても、漏水
及び断水時の対応など水の管理をしやすくするため、より拡張性のあるシステムへの再構
築を実施している。
　そのほか、道路改良工事に伴い支障となる既設管の移設工事や消火栓の新設工事を実施
する。

【新規】
・旭配水場配水ポンプ更新工事
【継続】
・管路台帳システム更新業務委託（令和6～10年度）
・道路改良等に伴う配水管布設替工事
・消火栓の新設工事

国　　費 0

県　　費 0

市　　債 180,100

予算書ページ 45ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

227,661 477,551 ▲ 249,890

予算書ページ 97ページ

予 算 額

令和8年度 令和7年度（当初） 前年度比較 財源内訳

523,054 301,028 ＋ 222,026

事 業 名 下水道事業（資本的支出） 区 分 一部新規 担当課 下水道課

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 －

＜基本目標４＞豊かでめぐまれた「自然」と利便のある「都市（まち）」をつむぐ ＳＤＧｓ

根 拠 法 令 等 ・都市計画法　・下水道法　・土地改良法

そ の 他 8,090

一般財源 84,649

　公共下水道及び農業集落排水施設を整備することにより、公共用水域の水質保全と快適
な生活環境の創出を図る。
　公共下水道事業については、管渠整備工事、水処理センター汚水処理設備の増設工事及
び電気設備の更新工事等を行っていく。
　農業集落排水事業については、処理施設等の経年劣化に伴う設備更新工事を行ってい
く。

【継続】
・公共下水道管渠整備工事
・農業集落排水処理施設設備更新工事
【新規】
・鉾田水処理センターOD槽2系目増設業務（地盤改良・建設土木工事）【R8～R10】
・鉾田水処理センター中央監視設備更新工事【R8～R9】

国　　費 190,850

県　　費 5,165

市　　債 234,300

該当なし該当なし

該当なし 該当なし
_11_持続可能なまち

該当なし

_11_持続可能なまち
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4．入湯税の財源充当内容について

するための目的税です。

事業費 充当額

291,144 38,929

18,496 3,193

22,770 2,878

　入湯税は、環境、衛生、消防などの公的施設の整備や、観光の振興のために必要な経費に充当

消防施設整備事業 消火栓負担金等

　令和8年度（予算額45,000千円）について、下記の事業に充当を予定しています。

事　業　名 内　　　容

し尿処理施設管理事業
エコパーク鉾田及びサニタリーセンター
管理運営経費

健康増進施設管理運営事業
ほっとパーク鉾田及びとっぷ・さんて
大洋施設整備等工事

　　　　　（単位：千円）
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5．地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当内容について

2項に規定する経費その他の社会保障施策（社会福祉、社会保険、保健衛生に関する施策をいう。）に

要する経費」に充てることが「地方税法」上明記されています。

　令和8年度の地方消費税交付金（社会保障財源化分）は721,000千円と見込まれており、下記の事

業に充当を予定しています。

（単位：千円）

国県支出金 その他
うち引き上げ分の
地 方 消 費 税
交 付 金 充 当 額

障害福祉サービス事業 1,441,311 1,079,342 0 361,969 99,651

老人保護措置事業 108,901 0 9,321 99,580 27,415

医療福祉事業 277,679 119,283 36,515 121,881 33,554

民間保育所等保育委託事業 933,811 698,679 34,708 200,424 55,177

民間保育所助成事業 65,999 32,777 0 33,222 9,146

生活保護扶助事業 1,013,514 761,755 1 251,758 69,310

国民健康保険特別会計繰出金
（財政安定化支援分）

1 0 0 1 1

国民健康保険特別会計繰出金
（保険税軽減分）

197,824 154,367 0 43,457 11,964

国民健康保険特別会計繰出金
（保険者支援分）

148,672 111,502 0 37,170 10,233

介護保険特別会計繰出金
（法定分）

685,886 40,063 4,855 640,968 176,460

後期高齢者医療特別会計繰出金
（保険料軽減分）

185,111 138,832 0 46,279 12,741

後期高齢者医療負担金事業
（法定分）

560,364 0 0 560,364 154,270

予防接種事業 109,557 0 0 109,557 30,161

健康増進事業 118,813 3,512 3,000 112,301 30,917

5,847,443 3,140,112 88,400 2,618,931 721,000

社
会
保
険

合　計

社
会
福
祉

保
健
衛
生

　消費税率等引き上げ分の地方消費税収（地方消費税交付金を含む）については、「消費税法第1条第

事業名 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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（単位：千円）

国県支出金 その他 寄附金充当額

81,989 174 5,632 76,183 65,045

持続的農業確立推進事業 60,125 0 525 59,600 50,886

商工業振興事業 21,864 174 5,107 16,583 14,159

35,984 160 21,369 14,455 8,200

観光イベント開催事業 24,023 0 20,050 3,973 2,254

スポーツクライミング推進事業 11,961 160 1,319 10,482 5,946

125,007 3,512 3,141 118,354 28,076

健康増進事業 118,813 3,512 3,000 112,301 26,640

スポーツ推進事業 6,194 0 141 6,053 1,436

84,124 26,500 11,351 46,273 23,962

芸術文化創造事業 25,702 0 11,262 14,440 7,478

図書館資料収集事業 6,481 0 61 6,420 3,324

文化財保護・啓発事業 2,939 0 20 2,919 1,512

生涯学習館管理運営事業 49,002 26,500 8 22,494 11,648

616,650 248,007 66,798 301,845 183,345

移住定住促進事業 18,015 6,236 1,000 10,779 6,547

結婚対策事業 5,374 3,039 0 2,335 1,418

医療福祉事業 277,679 119,283 36,515 121,881 74,032

医療福祉単独事業 49,113 0 20,003 29,110 17,682

子育て・ファミリーサポート事業 36,230 24,060 0 12,170 7,392

ＨＵＧくむ子育て応援事業 3,248 0 1,000 2,248 1,365

放課後児童健全育成事業 108,514 58,126 8,280 42,108 25,577

こども家庭センター運営事業 1,844 210 0 1,634 993

ＨＵＧくむ相談支援事業 7,122 3,166 0 3,956 2,403

民間保育所助成事業 65,999 32,777 0 33,222 20,180

母子保健事業 43,512 1,110 0 42,402 25,756

664,103 192,666 12,012 459,425 191,372

ＤＸ推進事業 28,521 0 0 28,521 11,880

公共交通対策事業 84,948 0 12,012 72,936 30,381

省ｴﾈｴｱｺﾝ買換促進事業（地方創生臨時交付金事業） 54,276 48,800 0 5,476 2,281

上水道事業助成事業（地方創生臨時交付金事業）

※ 水道基本料金等減免
86,802 78,700 0 8,102 3,375

鹿島灘海浜公園拠点化事業 15,392 0 0 15,392 6,412

通学費支援事業（地方創生臨時交付金事業） 48,134 43,219 0 4,915 2,047

小学校スクールバス運行事業 346,030 21,947 0 324,083 134,996

1,607,857 471,019 120,303 1,016,535 500,000

５．子育て・少子高齢化・人口減少対策に資
　　する事業

６．市長が必要と認める事業

合　計

２．市のイメージづくり及びイベント開催等
　　に資する事業

３．健康づくり・スポーツの推進に資する事
　　業

４．文化・芸術活動に資する事業

１．産業の振興に資する事業

6．ふるさと鉾田応援寄附金充当内容について

　ふるさと鉾田応援寄附推進事業実施要綱の規定により、下記の１～6の事業に充当を予定しています。

　　・令和8年度ふるさと鉾田応援寄附金予算計上額：500,000千円

　　・１～6への寄附金の振分けは、寄附者により指定された事業に充当

　　・１～6の各事業の選定は、市独自の事業を優先し、国県のトンネル補助的な事業を除外

事業名 事業費

財源内訳

特定財源   一般財源
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（１）負担金

団体名
予算科目

（款-項-目）
予算額

（千円）
担当課

（負担金名） 全国市議会議長会負担金

（組織概要） 全国815市・区（792市、23区）の議会の議長
をもって組織され、相互間の連絡、共通する問題
協議及び処理のために設けた「全国的連合組織」
である。

（負担金名） 県市長会負担金

（組織概要） 県内市長32名
各市間の連絡協調を図り、国・県政に対する要
望、情報交換及び研修会等を実施し、市政の円滑
な運営と進展、地方自治の興隆を目的とする。

（負担金名） 鉾田地区防犯協会負担金

（組織概要） 犯罪のない明るい社会の実現を目指し、防犯思想
の普及高揚を図り、犯罪の防止及び青少年の健全
育成に寄与するため、防犯キャンペーンや巡回指
導、小中高校出前講座等の各種事業を行う。

（負担金名） 鉾田地区交通安全協会負担金

（組織概要） 道路における危険を防止し、交通の安全と円滑を
図り、正常な交通秩序を確立するため、交通安全
思想の普及・啓発活動や交通安全教育育成等の各
種事業を行う。

（負担金名） 茨城空港利用促進等協議会負担金

（組織概要） 会員数475名（県知事、市町村長、議長等）
首都圏の一翼を担う空港としての機能を十分に発
揮できるよう、県内外に広く需要喚起することで
茨城空港の利用促進を図る。

（負担金名） 大洗鹿島線を育てる沿線市町会議負担金

（組織概要） 会員数11名（沿線市町長、議長等）
大洗鹿島線が「地域の足」として存続していける
よう鉄道の利用促進や沿線の環境整備に関する事
業を推進する。

（負担金名） 市地域公共交通会議負担金

（組織概要） 委員数29名（交通事業者、市民、学識者等）
地域における住民生活に必要な旅客運送の確保と
利便の増進を図り、地域の特性に適した移動手段
の実現に必要となる事項について協議する。

（負担金名） 白十字看護専門学校負担金

（組織概要） 定員1学年40名
全日制3年課程の看護師養成専門学校。看護師を
目指す者に、保健・医療・福祉の担い手になる看
護師養成を目的とする。

（負担金名） 鹿島医師会附属准看護学院負担金

（組織概要） 定員1学年40名
2年課程の准看護師養成学校。豊かな人間性を備
えた職業人の養成を教育理念に、地域社会に貢献
できる准看護師養成を目的とする。

（負担金名） 霞ケ浦問題協議会負担金

（組織概要） 霞ヶ浦流域の21市町村で構成され、水質浄化の
広報啓発や、清掃大作戦などの事業を行う。

（負担金名） ラムサール条約登録湿地ひぬまの会負担金

（組織概要） 会員数25名（周辺3市町長、関係団体等代表）
涸沼の保全・再生、賢明な利用、交流・学習等を
推進することで、周辺地域の観光や地域振興を図
る。

（負担金名） 県農業会議負担金

（組織概要） 会員105名（地方公共団体、農業委員会、法人及
び団体、学識経験者等）
農業の健全なる発展を図るため、農業（者）に関
する情報提供や調査研究、農業委員会委員等に対
する講習・研修・助言等の支援を行う。

危機管理課

茨城空港利用促進等
協議会

大洗鹿島線を育てる
沿線市町会議

鉾田市地域公共交通
会議

健康増進課

2-1-9

2-1-1

鹿島医師会附属准看
護学院

4-1-2

1,500 危機管理課

茨城県市長会 895 政策秘書課

社会福祉法人白十字
会白十字看護専門学
校

4-1-2 800 健康増進課

鉾田地区交通安全協
会

2-1-8

1,129

1,640

一般社団法人茨城県
農業会議

5-1-1 995
農業委員会

事務局

319 生活環境課霞ケ浦問題協議会 4-1-3

400 生活環境課4-1-3
ラムサール条約登録
湿地ひぬまの会

負担金名及び組織概要

7．主な負担金・補助金に係る団体等の概要

368
まちづくり

推進課

2-1-9 55,399
まちづくり

推進課

2-1-9 380
まちづくり

推進課

全国市議会議長会 1-1-1 367 議会事務局

鉾田地区防犯協会 2-1-8
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団体名
予算科目

（款-項-目）
予算額

（千円）
担当課負担金名及び組織概要

（負担金名） 農業用プラスチック対策協議会処理対策事業負担金

（組織概要） 委員29名
農業用使用済プラスチックの適正処理のため、使
用済ビニール、ポリエチレンフィルム等の収集指
導、啓発活動を行い、農村環境の保全に努める。

（負担金名） 茨城県農林振興公社負担金

（組織概要） 米や麦などの主要農作物種子の安定供給及び農業
用使用済みプラスチックの適正処理を推進する。

（負担金名） 県農業経営士協会鹿行支部鉾田分会負担金

（組織概要） 会員14名
農業経営に関する調査研究や新規就農者の受入事
業等を行い、農業経営の発展や担い手の育成・確
保を支援し、地域農業の振興を図る。

（負担金名） 石岡台地土地改良区負担金

（組織概要） 組合員数10,672名（うち鉾田市325名）
土地改良区の維持管理事業、換地登記等を行う。

（負担金名） 県森林・林業協会負担金

（組織概要） 正会員数91名（44市町村、47団体）
本県の林業の振興と森林の公益的機能の向上を図
ることを目的とする。

（負担金名） いばらき観光キャンペーン推進協議会負担金

（組織概要） 会員数352名
県内の優れた観光資源を広く全国に紹介するとと
もに、旅行商品の企画、受入体制の整備を図るた
め、観光振興に取り組む。

（負担金名） 県教育研究会負担金

（組織概要） 県内の市町村（40支部）で構成され、教育課程
研究部等の各種教育研究部を備え、教職員の資質
向上等のため、各種研究実践、研修会、教育振興
大会等の事業を行う。

公益社団法人茨城県
農林振興公社

5-1-3 4,008 農業振興課

鉾田市農業用プラス
チック適正処理推進
協議会

5-1-3 50,286 農業振興課

農業振興課

5-2-1 966 農業振興課

石岡台地土地改良区 5-1-6 4,844 農業振興課

公益社団法人茨城県
森林・林業協会

茨城県農業経営士協
会鹿行支部鉾田分会

5-1-4 349

商工観光課

茨城県教育研究会 9-1-2 304 教育総務課

いばらき観光キャン
ペーン推進協議会

6-1-4 605
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（２）補助金

団体名
予算科目

（款-項-目）
予算額

（千円）
担当課

（補助金名） 区長会補助金

（組織概要） 区長134名
市政の円滑な遂行を促進し、市自治の健全な発展
に寄与する目的のため、研修等各種事業を行う。

（補助金名） 青色申告会補助金

（組織概要） 会員数277名
健全な納税者団体として適正な納税のPRに努め
るとともに、研修会の開催及び青年部の育成助成
を実施し、地域経済の発展に寄与している。

（補助金名） 市遺族会補助金

（組織概要） 会員364名（旭:70 鉾田:192 大洋:102）
戦没者の霊を慰め守護するとともに、組織の発展
を図り、相互扶助及び福利厚生の途を講じ、もっ
て生活の安定向上を図ることを目的とする。

（補助金名） 民生委員児童委員協議会補助金

（組織概要） 委員111名（定数）
委員相互の研究において資質向上に努めるととも
に、職務に関する連絡調整を行い、もって地域社
会の福祉の増進に努めることを目的とする。

（補助金名） 市社会福祉協議会補助金

（組織概要） 職員11名　契約社員5名
地域特性を生かした福祉活動を通じ、安心して暮
らせる共生社会を実現するため、地域全体で福祉
を進めていく環境づくりを担うことを目的とす
る

（補助金名） 市身体障害者福祉協議会補助金

（組織概要） 会員40名
関係団体と連携し組織の強化を図り、市内の身体
障がい者の福祉の増進に努めることを目的とす
る。

（補助金名） 市シニアクラブ活動等事業補助金

（組織概要） 単位クラブ数36クラブ　会員数943名
市内シニアクラブの普及発展を図り、高齢福祉の
増進に寄与する。

（補助金名） シルバー人材センター運営補助金

（組織概要） 会員数334名
高齢者に臨時的、短期的な就業の機会を提供し、
自己労働能力の活力の場を提供する。

（補助金名） 潮来食品衛生協会運営補助金

（組織概要） 会員157名（旭支部24名、鉾田支部100名、大
洋支部33名）
飲食物に起因する衛生上の危害を防止し、公衆衛
生の向上及び増進に寄与した事業実施を目的とす
る。

（補助金名） 農業再生協議会補助金

（組織概要） 会員22名　幹事9名
経営安定対策を中心とした米政策を円滑に実施す
るため、戦略作物の生産振興や米の需給調整の推
進、耕作放棄地の再生利用の施策を推進する。

（補助金名） 市認定農業者連絡協議会補助金

（組織概要） 認定農業者589名
農業への意欲と能力を有し、安定的な農業経営を
目指す農業者によって組織し、情報交換等を通じ
て、経営の健全な発展と地域農業の振興を図る。

（補助金名） 有害鳥獣捕獲事業補助金

（組織概要） 会員13名
本市における鳥獣による農作物被害に対し、農業
者と関係機関が情報共有と連携強化を図りなが
ら、効果的な被害防止対策を推進する。

（補助金名） 市商工会補助金

（組織概要） 会員数988名
会員相互の事業の発展や、地域社会の振興と発展
のために総合的な活動を行う。

補助金名及び組織概要

鉾田市区長会 2-1-1 950 総務課

鉾田市遺族会 3-1-1 1,000 社会福祉課

鉾田市青色申告会 2-2-1 453 税務課

鉾田市社会福祉協議
会

3-1-1 90,691 社会福祉課

鉾田市鉾田・旭・大
洋地区民生委員児童
委員協議会

3-1-1 8,139 社会福祉課

鉾田市シニアクラブ
連合会

3-1-3 2,193 介護保険課

鉾田市身体障害者福
祉協議会

3-1-2 350 社会福祉課

潮来食品衛生協会
（旭支部・鉾田支
部・大洋支部）

4-1-2 390 健康増進課

公益社団法人鉾田市
シルバー人材セン
ター

3-1-3 10,528 介護保険課

鉾田市農業再生協議
会

5-1-3 4,469 農業振興課

鉾田市商工会 6-1-2 8,000 商工観光課

鉾田市鳥獣被害防止
対策協議会

5-2-1 8,780 農業振興課

鉾田市認定農業者連
絡協議会

5-1-4 300 農業振興課
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団体名
予算科目

（款-項-目）
予算額

（千円）
担当課補助金名及び組織概要

（補助金名） 教育会事業費補助金

（組織概要） 市立幼稚園、小学校、中学校の教員及び事務職
員、学校栄養職員で組織し、会員数は258名であ
る。教育の振興と運営全般に対する研究協議、教
職員の資質向上のため各種事業を行う。

（補助金名） 市子ども会育成連合会補助金

（組織概要） 会員777名
子ども会及び育成会の健全な発展を図り、各学区
子ども会育成会及び子ども会指導者との連絡を密
にし、子ども会活動の向上と発展に寄与する。

（補助金名） 市地域女性団体連絡会補助金

（組織概要） 会員104名
地域女性の相互の親睦と教養を高め、明るく豊か
な地域社会の建設に寄与するため、研修会等の開
催、教育文化活動や社会奉仕活動などを行う。

（補助金名） 青少年育成鉾田市民会議補助金

（組織概要） 会員7,050名
次代を担う青少年の健全育成を図るため、市民一
体となった運動を展開する。

（補助金名） 市文化協会補助金

（組織概要） 会員419名
市民の文化・芸術活動の向上充実を図るため、各
種事業を行う。

（補助金名） 市スポーツ協会補助金

（組織概要） 連盟数20連盟　会員457名
スポーツ協会加入団体相互の連絡と協調を図り、
スポーツの普及・振興を通じた市民の体力向上
と、市民総参加のスポーツ振興を行う。

（補助金名） 市スポーツ少年団補助金

（組織概要） 団体数21団体　団員444名　指導者65名
スポーツ少年団の普及・育成及び活動の活性化を
図り、スポーツを通じ青少年の心身の健全な育成
を行う。

鉾田市教育会 9-1-2 4,540 教育総務課

鉾田市子ども会育成
連合会

9-5-1 400 生涯学習課

鉾田市スポーツ協会 9-6-1 2,100 生涯学習課

9-5-2 1,584
鉾田中央
公民館

鉾田市地域女性団体
連絡会

青少年育成鉾田市民
会議

鉾田市文化協会

9-5-1

鉾田市スポーツ少年団

550 生涯学習課

9-5-1 800 生涯学習課

9-6-1 1,175 生涯学習課
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